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──────────────────────────────────────────── 

◎開議の宣告 

○議長 全員ご起立願います。おはようございます。ご着席願います。 

  本日の会議に欠席通告のあった方はございません。 

  定足数に達しておりますので、これより令和５年第２回川西町議会定例会第２日目の会議

を開きます。 

（午前 ９時３０分） 

──────────────────────────────────────────── 

◎議事日程の報告 

○議長 議事日程につきましては、お手元に配付しておきました印刷物のとおりであります。 

  地方自治法第121条の規定により、町長並びに教育委員会教育長、農業委員会会長、監査

委員及び選挙管理委員会委員長の出席を求めております。 

──────────────────────────────────────────── 

◎一般質問 

○議長 日程第１、一般質問を行います。 

  一般質問を通告された方は６名でありますので、本日と第３日目、６月８日に行うことと

し、本日は４名の方の一般質問を行います。 

  発言順位により発言を許します。 

  第１順位の吉村 徹君は質問席にお着きください。 

  吉村 徹君。 

  第１順位、吉村 徹君。 

（７番 吉村 徹君 登壇） 

○７番 改めまして、おはようございます。 

  本日トップバッターとなりますので、よろしくお願い申し上げます。 

  議長に通告のとおり質問いたします。 

  昨年８月３日に発生した豪雨災害の復旧復興に向けた各所工事が順調に進んでいる状況で

あると感じられますが、本町での被害状況の全容把握の調査については確定されているのか

についてお伺いいたします。 

  特に、本町の基幹産業である農業への被害についても甚大となり、町として、県との協調

事業により、公共災害復旧事業に該当しない農業施設等の災害復旧に対する支援策となる小
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規模農地等災害緊急復旧事業などの支援を受けながら、被害を受けた農家や農業団体の皆様

のお力により、今年の春作業に支障のない状況にまで復旧工事が進められたのかについて初

めにお伺いいたします。 

  令和元年の台風19号、令和２年７月豪雨、そして昨年８月豪雨と、激甚化する自然災害が

毎年のように繰り返される状況の中で、以前の災害対応の問題点や課題を生かしながら今後

の対策を立てていくことが重要と考えるが、本町において度重なる災害対応について、どの

ように検証されているかお伺いいたします。 

  次に、コロナ感染症が５月８日から５類に引き下げられ、徐々にコロナ禍前の経済活動や

社会活動に向けた状況となっていくと考えられるが、社会活動においては、各種行事が中止

となり、会議などについても書面決議での開催となるなどの状況を受け、約３年間のコロナ

禍による影響の克服にはそれなりの労力が必要となると思われますが、どのようにお考えか。 

  また、近年、社会活動の重要な立場にある自治会長の低年齢化により、働きながら自治会

業務を行っている状況や、なり手がいないなどの状況が、自治会長のみならず、各種組織・

団体の課題となってきており、存続もままならない事態となっているのではないでしょうか。 

  自治会については、隣組の戸数の減少や独り暮らし世帯の増加などにより、隣組の運営が

困難となってきている状況について、どのように捉えられているかお伺いいたします。 

  コロナ禍の克服に向けた取組の中で、これらの問題に対する検証を含めながら取り組んで

いくべきと考えますが、いかがでしょうか。 

  最後に、今年４月１日に改正農業経営基盤強化促進法が施行され、農地の将来像を決める

地域計画の策定について、2025年３月をめどとして行われるようであるが、その内容と、本

町における策定に向けた取組はどのようになるのかお伺いいたします。 

  以上、壇上からの質問といたします。 

○議長 町長原田俊二君。 

（町長 原田俊二君 登壇） 

○町長 吉村 徹議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、昨年８月３日の豪雨災害について、被害状況の全容把握は確定したかについてで

ありますが、これまで計21回の災害対策本部会議を開催した中で、被害状況のほぼ全容を把

握し、現在は、復旧復興に向けた各種支援の実施、復旧工事の対応等に取り組んでおります。 

  被害状況としては、建物浸水被害が床上、床下合わせて946棟のほか、自動車・バイクの

浸水被害が75台、農作物等の被害面積が450.6ヘクタール、農業用機械等被害が98台、また
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道路被害においては町道が15路線、河川被害においては町管理河川が５河川で15か所、ため

池等農地・農業用施設被害が440か所、林道被害は９路線55か所、その他崖崩れ等が３か所、

上水道被害が６か所、事業所被害が32事業所、観光施設被害が２か所、災害廃棄物仮置場搬

入台数が延べ3,753台、その処理数量が1,003トン等となっております。このほか、県管理の

道路、河川にも被害が発生しております。 

  町が把握している被害額としては、総額約31億3,200万円となっており、主なものとして、

建物等浸水の被害額が約12億9,400万円、農作物等の被害額が約２億9,300万円、農業用機械

等の被害額が約3,200万円、町道の被害額が約１億3,700万円、町管理河川の被害額が約１億

2,900万円、ため池等農地・農業用施設の被害額が約６億400万円、林道の被害額が9,400万

円、その他崖崩れ等約１億7,000万円、上水道の被害額が約4,400万円、町内事業所の被害額

が約１億2,400万円、観光施設の被害額が約１億5,700万円、災害廃棄物処理費総計が約

4,600万円となっております。 

  次に、農業への災害復旧工事についてでありますが、農地と農業用施設の大規模な被災箇

所については国の災害復旧事業により工事を行うこととし、国の災害復旧事業に該当しない

小規模な被災箇所については、山形県小規模農地等災害緊急復旧事業費補助金を活用しなが

ら、今年度の作付に間に合うように工事を進めてまいりました。 

  同補助金の申請箇所は、農地と農業用施設を合わせて386か所を数えており、中山間地域

の現場が多いことや、冬季は積雪により工事ができないこと、また工事事業者が多くの現場

を抱えて調整が難しいことなどから、春作業までの工事完了は大変厳しいことが想定されま

したが、幸いにも今期は降雪が少なく雪解けが早かったことや、事業者の尽力もあり、令和

４年度中に申請箇所全ての工事が完了しました。 

  さらに小規模な箇所は、組織的に多面的機能支払交付金事業を活用しながら災害復旧活動

を行い、春作業に間に合ったところであります。 

  次に、災害に対する検証はどのようにについてでありますが、当日は東北地方に停滞した

前線と低気圧に向かって温かく湿った空気が流れ込み、大気の状態が非常に不安定となりま

した。その影響で積乱雲が異常に発達して線状降水帯が発生し、激しい雨が同じ場所で降り

続き、県内では初めてとなる大雨特別警報が発令されました。 

  降雨量は、令和元年度の台風19号、令和２年度の７月豪雨の24時間雨量を大幅に超え、約

半日で385.5ミリメートルの大雨を記録し、これは平年８月１か月分の降水量の2.6倍の量で

あり、ため池の決壊や多くの土砂災害、浸水被害等をもたらした大災害の要因となりました。 
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  後に、気象台からの報告では、８月の大雨では前線が停滞する予測ではなく、通過する見

込みを想定しており、線状降水帯の発生を意味する「顕著な大雨に関する気象情報」の発令

予測が困難な状況であったと報告がありました。 

  災害対応において、町では大雨注意報発令時から担当課が警戒を開始し、その後、大雨・

洪水警報、土砂災害警戒情報発令を受け、災害発生を予測し、連絡会議・対策本部設置によ

る体制を構築、逐次発令される気象台等からの防災気象情報を得ながら災害対応の準備を進

めました。 

  今回の特別な災害を受け、これまで以上に早い段階での高齢者等避難や避難指示といった

避難警戒レベルの判断と正確かつ的確な防災情報の発信により、町民の命を守る行動を最優

先に、安全確保に万全を期すことが改めて必要であることを再認識いたしました。 

  また、避難所開設についても、町が開設する緊急指定避難所のほかに、地域の実情を踏ま

え、自治公民館等を活用した一時避難所の開設も含め、自主防災組織との連携を一層緊密に

し、安全確保に努めてまいります。 

  治水対策においては、国では、令和２年７月豪雨を受けて最上川水系流域治水プロジェク

トを策定しておりますが、さらに昨年８月の出水を受けて、再度、災害防止に向けた最上川

上流（置賜地区）緊急治水対策プロジェクトを追加し、ハード・ソフト面での対策の強化を

推進しております。国・県・市町村等が連携し、支障木撤去やしゅんせつ等による最上川及

び県管理河川の流下能力の向上、堤体等の強靱化、さらに町管理河川のしゅんせつや田んぼ

ダム推進等、流域治水対策が推進されます。 

  町では、今後も川西町地域防災計画を見直し、国や県、消防や警察等と連携しながら防災

対策を強化してまいります。さらに、町民の皆さんには、災害への備えとして、自らの命は

自らが守るという意識を持ち、自らの判断で避難行動に移れるよう、自主防災組織における

対応マニュアルや避難行動の目安となるマイ・タイムラインの策定に対して支援をしてまい

ります。 

  次に、コロナ感染症の５類引き下げについて、コロナ禍の克服に向けた取り組みについて

でありますが、新型コロナウイルスは、国内では令和２年１月15日に初めて感染が確認され、

４月７日に国が緊急事態宣言を発出して以来、この３年間で８回の感染拡大と縮小を繰り返

し、私たちは経験したことのない大きな不安と混乱の中で、各方面で制約を強いられてきま

した。 

  新型コロナウイルスは、結核やＳＡＲＳなどと同等の２類相当とされてきましたが、国は
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ワクチン接種の進展、陽性者の重症度の低下などの状況を鑑み、去る５月８日に季節性イン

フルエンザなどと同じ５類に感染症の分類を移行しました。 

  コロナ禍の中、私たちは感染予防のため、新しい生活様式として、密集、密接、密閉の３

密を回避し、人流抑制に努めてきましたが、これは町民が社会活動や経済活動を行う上で、

人と人とが当たり前のように顔と顔を合わせ、膝を交えてコミュニケーションを取ってきた

ことを困難にしたものでありました。 

  このような状況下で、町が町民の方々に参加、参画いただきながら実施する事業やイベン

ト、地区経営母体が地域住民相互で実施する地域づくり事業においては、会議のオンライン

開催や書面決議、参集範囲・人員の制限や休止、懇親会の自粛などを行いながら、工夫を凝

らし、町民と共に対応してまいりました。 

  ５類移行に伴い、今後は個人の自主的な取組が基本となり、国からの強い行動制限や外出

自粛などが解除され、いよいよコロナ禍の制約から脱却となりました。 

  しかし、コロナウイルスは消滅しておらず、新たな変異を繰り返し、私たちの周りに存在

し続ける中で、これから克服に向けた取組を行うためには、社会経済活動の再生と感染予防

対策を両立させることが最も大切なことであると考えております。 

  ３年間のブランクは、住民の生活形態や考え方が一層多様化し、社会活動に対する人々の

個々の意識、意欲も多方面に分散されたとの懸念を抱いております。休止していた事業を通

常に戻し、またコロナ克服の名の下、イベントを復活したものもあれば、従来のイベント・

事業を整理統合、規模縮小、中止したものもあり、コロナ禍の影響はこれまでどおりの社会

経済活動や地域活動とはならず、形を変えて展開されるものと思っております。 

  町としては、国内外の感染状況、コロナウイルスの変異の動向等に応じ、コロナ禍で経験、

実践してきた感染対策やワクチン接種などによる重症化予防に取り組みながら、川西夏まつ

りや地酒と黒べこまつりなどの開催等を通じ、出会い、交流の機会をつくり、新たな社会経

済活動を展開、定着できるよう努めてまいります。 

  次に、自治会の在り方についてでありますが、自治会は住民による相互扶助の組織であり、

生活環境の維持や福祉の向上、防犯、防災など、生活に密着した取組を行っています。 

  議員ご指摘のとおり、人口減少や高齢化により自治会を維持運営することが困難になる例

が生じており、これまでにも役員の担い手不足等から解散を決議された事例もありました。

加えて、自治会の統合についてのご意見もありますが、それぞれの自治会にはそれぞれの歴

史があることから、町としての基準を一律的に設けるようなことではなく、話合いをしなが
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ら、納得した形で進める必要があると認識しております。自治会の運営等に関し、町へ相談

いただいた場合は、個別の状況を把握しながら対応しております。 

  また、毎年開催している自治会長会議においても同様のご意見をいただいており、多くの

自治会で共通の課題を抱えている現状を踏まえ、各地区自治会長会の代表の皆様で組織され

る自治会長会連合会の場においても、今後の在り方について相談しながら検討を進めてまい

ります。 

  コロナ禍の影響により、地域コミュニティの希薄化が懸念される中、自治会における役員

の負担軽減についても調査研究を行うとともに、引き続き社会状況の変化と住民ニーズを的

確に把握しながら、住民自治の尊重と相互扶助が発揮されるよう、自治会活動への相談、支

援に努めてまいります。 

  次に、「地域計画」について、内容と今後の策定に向けた取り組みについてでありますが、

令和４年度末までは、町内15地域の人・農地プランを作成し、地域農業の在り方等を地域の

話合いによってプランの具現化を図り、担い手への農地の集積・集約化を進めてまいりまし

た。 

  しかし、今後、高齢化や人口減少の本格化によって担い手の減少が進み、耕作放棄地の拡

大や地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念される中、農地を利用しやすくするた

め、農地の集約化等に向けた取組を加速化することが喫緊の課題であります。 

  国では、人・農地プランを法定化し、地域での話合いにより目指すべき将来の農地利用の

姿を明確化する地域計画を定め、それを実現すべく地域内外から農地の受け手を幅広く確保

しつつ、農地バンクを活用した農地の集約化等を進めるため、農業経営基盤強化促進法等の

改正法が昨年５月に成立し、本年４月から施行されました。 

  この地域計画は、地域の農地を誰が耕作し、農地をどのようにまとめていくか、地域農業

をどのように維持発展していくか等、農地の出し手・受け手の意向を踏まえながら、まずは

農業委員会としておおむね10年後を見据えた農地の目標地図を示し、ＪＡや土地改良区など

の関係機関とも意見調整を行い、地域全体で問題意識を共有しながら、令和７年３月までに

策定するものとなっております。 

  本町としては、これまで進めてきた人・農地プランの地域の取組をベースとしながら、町

全体の地域計画の策定を進めていく考えであります。今月には、農業委員や農地利用最適化

推進委員、ＪＡや土地改良区を含めた関係者を対象に、地域計画策定に向けた話合いの手法

の研修を予定するとともに、それぞれの人・農地プラン代表へ情報を提供する等、策定に向
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けての取組を始める予定であります。 

  今後、限られた期間の中で地域農業のこれからの方向性を明確にすることは大変厳しい状

況でありますが、地域での話合いを進めながら、地域計画の策定に向けた検討を進めてまい

ります。 

  なお、山形県農業会議においては、やまがた市町村農業委員会サポートプロジェクトチー

ムを設置し、地域計画における目標地図の作成支援体制を確立しております。また、置賜管

内の農業委員会では、定期的な進捗会議において情報共有できる機会をつくる予定でありま

す。このようなサポート機能を十分活用しながら、よりスムーズで的確な計画づくりにつな

げてまいります。 

  以上、吉村 徹議員のご質問の答えとさせていただきます。 

○議長 吉村 徹君。 

○７番 どうも町長の答弁から見るように、かなり大変な大きな災害だったということが分か

るわけでありますけれども、そんな中で、まず初めに、町民の足であります道路被害が15路

線あったようであります。町道でありますが、15路線あるようでありますが、これの復旧に

向けた取組はどのような状況になるのか教えていただきたいと思います。 

○議長 大河原地域整備課長。 

○地域整備課長 ただいまのご質問にお答えいたします。 

  今現在、国の査定を受けました公共事業、公共の災害復旧ということでは、全ての工事に

つきましては発注を終えたところでございます。中には、既に３路線は工事が完成している

ところもございます。また、今後、早期の復旧に向けて、今現在、鋭意工事中でございます。 

○議長 吉村 徹君。 

○７番 今言われましたように、やっぱり町民の足でありますので、できるだけ早い復旧をお

願いしたいというふうに考えるところであります。 

  なお、昨年の９月議会でも質問したわけなんでありますが、多くの被害があった状況を受

けて、自治会長さんを通じて自治会内の建物や道路、水路被害状況については報告が行われ

たと。それで、山の沢とか農地、農業水路への被害調査については、被害を受けた農家の方

や地域保全隊の方々に協力をお願いしながら被害調査をしたということでありますけれども、

こういった大きな被害であったことから、多くの被害を受けた町民の方が町へ直接伺って被

害の報告をしたという状況があったと思うんですが、そういう状況の中で、町当局としては

混乱はなかったのかについてお伺いいたします。 
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○議長 町長。 

○町長 ただいまありましたように、発災直後から自治会長さんには地域内の現場確認をお願

いし、状況について報告をいただいたところであります。また、農地被害等については、そ

れぞれの組織の中で把握をしていただきながら情報をいただいて、全体像を把握したところ

であります。 

  直接町においでいただいて発災状況などについて説明いただいた内容もございまして、そ

の都度、現場に出向きながら確認をさせていただいて、被害状況の把握に努めてきたところ

であります。 

○議長 吉村 徹君。 

○７番 そういった状況の中で、大した混乱はなかったということのようでありますが、そう

いった状況なので、今後の被害状況を早期に確認するという意味では、各地区でまとめたや

つを町へ報告すると。町の窓口は１本でそれを受けて、そしてそれをその箇所によって、農

地であったり河川であれば地域整備課という形で、今回の災害の被害届に行っていた中で、

やはり町民の方は、この事例が、受けた災害が農地なのか、まあ大体田んぼは農地と分かる

んですが、じゃなくて、それと川とか接するところについては分からなくて行けば、これは

地域整備課、これは農地ですと、行ったり来たりしたような状況があったということもあり

ますので、そういったことを防ぐという意味と、地区では自治会長さんはさっきのような状

況の報告をしたと。それで、農地関係は地域保全隊の方々が報告すると。すると、そこに隙

間があって、そこにも報告できなかったという事例もあって、まあ何というか報告が遅くな

って、申請に間に合わなかったというふうな状況もあるというふうにお伺いしております。 

  そういった意味で、今後もますます災害は間違いなく来るような状況にある中で、やはり

地区で一本化して災害を集約し、それを町へ、窓口の１本へと届けていくという体制をつく

ることが必要ではないかと思いますが、いかがでしょうかな。 

○議長 町長原田俊二君。 

○町長 今回は大変大きな被災でありまして、被災箇所も多かったということもあります。ま

た、浸水被害等も発生して、各被災された方などの家屋調査などにも入らざるを得ない、入

って罹災証明を発行するなど様々な業務もございました。そういう意味では、職員も大変混

乱した状況の中で精いっぱい頑張って対処させていただきましたけれども、先ほどありまし

たように、報告の中で漏れてしまった部分などについては、追加して対処するということは

当然我々としても責務でありますので、十分把握させていただきながら、どうしても大きな
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災害であれば公共災害ということで国の査定を受けることになりますけれども、小規模なも

のについては町単独でやったり、県の事業に協調して取り組むなど、いろいろ柔軟な対応も

できるわけでありますので、そういったことについては、町へ報告いただければ、各課担当

の中で現場をまず確認して、その上で担当者を決定するという形で進めておりますので、今

後大きな災害が発生したとしても、躊躇することなく対応できるような体制整備に今回の被

害を教訓にしていきたいというふうに思っております。 

  ご意見いただいた内容等も十分踏まえながら、災害対応の充実のために生かしてまいりた

いと思います。 

○議長 吉村 徹君。 

○７番 受ける行政側はそういう形だと思いますが、地域のほうの体制も、やはりコールセン

ターであったり自治会長さんであったり、あと地域保全隊であったり実行組合であったりと

いう、地域の組織体制もきちっとやっぱりそこで、地区なら地区１本で把握するというよう

な体制もつくっていくことが必要なのではないのかなというふうに考えているところであり

ます。そうでないと、やはりお互いに、自治会長さん方は農地とか農道などは分かりません

ので、そういった点はやっぱり農地水、あるいは地域保全隊の方々と一緒になって、地区１

本で災害をまとめて把握できるという体制についても検討していけないものかどうか。 

○議長 町長原田俊二君。 

○町長 今回ご協力いただいた自治会長さんをはじめ農家の皆さん、本当に自分が自ら被害者、

被害を受けているという中で、大変負担をおかけしたなというふうに思います。後で自治会

長さんはじめ様々な役職を持っている方々の負担軽減ということも、やっぱり一方で考えな

きゃいけないというふうに思っておりますので、地区によっては地区１本にみんなまとめら

れる地区もございますでしょうが、まずは自治会長さんを中心にしながら現場を把握してい

ただいた情報を真っすぐ町へ届けていただくということもあっていいのかなと。やっぱりワ

ンクッション置くということは、次の段階に進むのに時間がかかるということにもなります

し、負担が大きくなってしまうんではないかなと。そこら辺も見極めながら、地域の方々、

地区の方々とのご相談も進めてまいりたいと思います。 

○議長 吉村 徹君。 

○７番 そういう形で、被害状況が早期に分かるような体制をいずれにしても確立していくと

いうことが必要だなというふうに考えているところであります。まず、２つ、災害の対応の

検証の中でなんですが、町長の答弁にありましたように、災害廃棄物搬入台数が3,753台、
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1,003トンという膨大な量になったわけでありますけれども、これの処分、あるいは対応に

ついて、令和元年の台風19号での教訓が生かされて順調に行われたのかなと思われますが、

そこら辺はどういうふうに感じているでしょうか。 

○議長 近住民課長。 

○住民課長 お答えいたします。 

  このたびの昨年８月の災害につきましては、このような甚大な被害が出るということが当

初予定されておりましたので、８月３日の夜中から仮置場の設置を検討いたしまして、翌日

の本部会において仮置場３か所を設置するということで、仮置場の場所につきましては３か

所ですけれども、８月５日からこのように仮置場のほうの受入れを行いました。当然、元年

19号の被害の状況の把握もしておりましたので、どのように対応すべきかということで、こ

れは迅速に動くべきということで対応したところです。ただ、１か月ほど仮置場のほうは設

置して、それぞれ千代田クリーンセンター等に皆様のご協力をいただきながら搬出を行った

ところです。物によっては燃えないごみということで、冷蔵庫など様々なものもございまし

たので、そこら辺は基準に基づいて搬出を素早く行うように努力したところでございます。

令和元年の教訓を生かした行動ができたと思っているところです。 

  以上です。 

○議長 吉村 徹君。 

○７番 本当に大変ご苦労さまだったなと思うところであります。ただ、災害廃棄物対応につ

きましては、役場職員の方が中心になって、日常の業務の中で、休みの日にも交代で作業に

当たられたということでありまして、大変ご苦労さまでございましたと申し上げますが、た

だ、今後もいろいろな形で激甚化する災害が心配されるという中で、そういった災害廃棄物

の処理について、民間業者とかと災害協力協定などを行いながら、ご協力をいただいて廃棄

物対応に当たるようなことも必要なのではないかと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長 町長原田俊二君。 

○町長 様々な形で今回の災害対応についてはご協力いただいてきました。町田市の災害協定

を結んだことも初めて出動していただきましたし、全国川西会議からも応援に入っていただ

きました。さらには、県内の各市町からの職員の派遣、またボランティアの皆さんの支援、

そして廃棄物処理に関しましては町内の建設業協会の皆さんにもご支援を賜り、あわせまし

てごみ収集などをしていただいております業者さんにも参画いただいたところでありまして、

オール川西といいますか、様々な形でご協力いただいて迅速に処理ができたのかなというふ
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うに思っております。 

  廃棄物の搬送などについては、民間の事業者さんにも協力いただいた部分も、災害協定が

ありますので、それで発動もさせていただいて、今まで培ってきた協力体制が最大限発揮で

きたのかなというふうに考えます。 

  反省すべき点はまたたくさんございまして、例えば家庭の廃棄物といいますか、リサイク

ル法に係るものなどについては当然業者さんにお世話にならなければなりませんので、そう

いうったものの体制整備などについては、改めてもう一度早く処理できるような方策なども

検討していかなきゃいけないなというふうに思っておりますので、まだ対策本部は閉じてい

るわけではありませんので、これからも協議させていただきながら検証を進めてまいりたい

と思います。 

○議長 吉村 徹君。 

○７番 今回の災害については、様々な形で協力いただいているということを受けたわけであ

りますけれども、いずれにしましても、役場職員の方々はほかの業務もあって大変な中で対

応に当たられたという状況もありますが、やっぱりそういった、いろいろな災害によっては

ほかの方々が手も出せないというような状況もあったりすると思いますので、あまりほかの

業務に負担のかからない形での職員の皆さんの災害対応をやっていくべきだなというふうに

考えますので、その辺も検討をお願いしたいと思います。 

  なお、今回そういった災害の中で、地区によっては被害を受けなかった地区もあるわけで

ありますが、被害を受けた地区の自主防災組織の方々も尽力されたというふうに考えており

ますが、こういった状況を受けて、やはり自治会、自主防災組織の強化がますます必要にな

ってくるんではないかなと。それに向けても、防災士の資格というか、育成も進めていくべ

きではないかというふうに考えるわけですけれども、いかがでしょうか。 

○議長 前山安全安心課長。 

○安全安心課長 議員のご質問にお答えいたします。 

  自主防災組織の体制でございますけれども、町内７地区ありまして、７地区とも自主防災

組織が設定されている状況でございます。 

  組織の運営につきまして、常にやはり連携を取るために、年１回は連絡協議会を開きなが

ら、それぞれ町としまして情報交換をしている状況でありまして、できる限り有事の際に動

いていただけるように様々な面で支援をしているところでございます。 

  組織によっては、マニュアルを作成いたしまして、組織独自の動きをしていただいている
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ところがありますので、そういった部分を生かしながら、それぞれの組織が同じようなレベ

ルになるようにということで、町としても支援していく予定であります。 

  あとは、いわゆる組織の中のリーダー育成という部分でございますけれども、県で行いま

すリーダー研修会への参画なり、議員がおっしゃいました防災士の育成につきましても、県

のほうの主催の中でそういった場面がありますので、そういった場面のほうに出向いていた

だきますというか、資格を取っていただいて、ぜひ各地区に防災士がいらっしゃるという立

場になって、自主防災組織の体制がレベルアップするようにということでは町としても考え

ていますので、常々そういった研修等養成講座についてはご案内しながら強化を図っている

ところでございます。 

  あと、町独自で防災士の育成支援の助成制度も設けておりますので、そちらのほうを活用

いただきながら支援している状況でございます。 

○議長 吉村 徹君。 

○７番 ありましたように、防災士に対しても助成とかがあるというような話でありましたし、

やはり防災士は現場へ行ってどうのこうのではなくて、陰でというか、支援のほうに回ると

いう考え方でありますので、そういった専門的な知識を持ちながら被災された方の支援に当

たるという意味では、防災士というのは重要な資格なのかなというふうに思いますので、ぜ

ひ強力に多くの方に防災士になっていただいて、災害が起きたときには支援していく体制を

つくっていくということが必要なのではないかなというふうに考えますので、引き続き強力

に進めていただくようお願いしたいと思います。 

  災害についてはこんな感じでありますけれども、本当に甚大な被害がまだまだ、復興され

ているとはいえ、まだ完全に終わっているという状況ではないので、引き続き気を緩めずに

お願いしたいなというふうに考えるところであります。 

  あと、コロナ感染症の５類引下げによる今後の対応についてということで、町長のほうか

らいろいろ、るる答弁いただきましたが、やはりなかなか３年間の空白といいますか、ここ

から元の生活に戻るためのいろいろな取組は非常に大変だなという状況と考えております。

その中で、自治会長さんの話も私、今回質問させていただいておりますが、自治会長会の中

でもそういった話が、やはりいろいろな問題が出てきているということが出されているとい

うことでありますが、１点だけ、そういったことに対して、早急にいろいろな検討を進めて

いく必要があると思いますが、住民ニーズを的確に把握しながら進めていく上で、今後具体

的にどのような取組を進めていくお考えかお伺いしたいと思います。 
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○議長 安部まちづくり課長。 

○まちづくり課長 自治会の在り方についての検討ということでございますが、具体的には今

後、状況の把握ということで、まず自治会長の連絡会議の中で、自治会長さんの代表の方々

から状況のほうをお聞きしながら、今後の対応ということで考えたいと思っております。 

  具体的には、その自治会のまず課題というものを洗い出しながら、今後の課題解決に向け

た検討ということになるかと思います。さらに申し上げますと、自治会長さんの役員の負担

の軽減であったり、あるいは無理のない範囲での自治会の活動というものが、どういう在り

方があるのかということを具体的な話を進めてまいりたいというふうに考えているところで

ございます。 

○議長 吉村 徹君。 

○７番 そういう流れで、自治会長さんの要望とか聞きながら、負担のない、自治会長として

の任務が遂行できるという体制をつくっていくということも大事だなというふうには思いま

すが、やはりいずれにしても地域の方々が、先ほど申しました３年間の空白の中で、やはり

横のつながりが希薄になった中で、なかなか元に戻るような状況にはなくて、昔で言う都会

の人みたいな感じで、隣の人は何をする人ぞみたいな状況もなかなかうまくできているのか

なというふうに思っています。そういった意味では、今後まちづくり課さんあたりの力を十

分に発揮されながら、地域づくりについて十分に検討していっていただきたいというふうに

考えるところであります。 

  本当に隣組、その自治会の核となる隣組単位が本当に高齢化で独り暮らしでという、そし

て転出したりというふうな中で、隣組がやはり機能しなくなるという状況が本当に深刻に、

特に地域で言えば玉庭辺りも出てきていますので、そういったことも含めて自治会長さんと

相談していただきながら、どのような自治会活動がふさわしいのかということで取り組んで

いっていただきたいというふうに考えます。 

  次に、最後になりますけれども、地域計画についてであります。 

  人・農地プランである程度の流れは出てきているという話でありますけれども、今後10年

間の誰が耕作するかということを決めていくという、大ざっぱに言えばそういうような話の

地域計画なのかなと思いますが、実際あと２年で計画を立てていく上で、人・農地プランを

活用するということと地域計画を策定するということのつながりというのはどういうふうに

理解すればいいのか、教えていただきたいと思います。 

○議長 町長原田俊二君。 
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○町長 この地域計画の策定につきましては、法が施行された、改正されたということもあり

まして、全国町村会の中でも大変危惧した内容であります。県の町村会の中でも、要望事項

の中に入れさせていただきまして、強制的な形で地域計画を立てることについては、我々と

しては現場の声が十分反映されなければ実体がないということで、考え方について問いただ

してまいりました。 

  その中で、当初はそれこそ10年後のビジョンを示して、それこそ農地の全てを管理するよ

うな内容だったわけでありますが、我々の要望等について柔軟な対応をしていただきまして、

まずは10年後を目標にするものの、今の現状を十分把握しながら計画づくりを進めていくこ

とについて、完成形ではなくても、今の実態を十分地域計画の中に反映しながら将来の進む

べき方向などを示すことによって、この７年４月に間に合えば十分対応できるというふうな

考え方を示されておりますので、そういう意味では、本町内におきましては、人・農地プラ

ンの作成を各地区の中で取り組んでまいりましたので、そのことをベースにしながら、農業

委員の皆さんや最適化推進委員の皆さん、そしてこれからの担い手をどう確保していくのか

というようなことで、幅広い議論を進めながら、川西町版の地域計画につくり上げていけれ

ばなというふうな考え方であります。 

○議長 吉村 徹君。 

○７番 ４月１日に改正されたということの状況で、なかなか受けるほうも大変な状況にある

んだろうなというふうに考えるわけでありますけれども、そういった状況の中で、やはり中

山間地はどうしてもいろいろな形で農政から見れば取り残されていくという環境にあるとい

うことはひしひしと感じるところでありまして、そういったことを受けながら、これをまと

めていく方々は大変な苦労が必要なんだろうなというふうに思います。 

  今後、これから具体的に進められていくという中で、やはり地域、あるいは農家の皆さん

への丁寧な説明をしながら、やはり地域が生き残るための計画となるわけだと思いますので、

取り組んでいただきたいというふうに考えております。 

  いずれにしても、なかなかいろいろな形で毎年農業にとっては課題が与えられてきて、高

齢化してそろそろ農業も卒業しようかなという方々がいるときには、やはりその切替えはな

かなか今度、次に移る問題としては大変な状況になるというふうに思いますので、ぜひ丁寧

な説明をしながら、農家の方々のご協力を得ていくという取組をお願いしたいというふうに

考えます。 

  以上で質問は終わります。 
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○議長 吉村 徹君の一般質問は終了いたしました。 

  ここで休憩いたします。 

  再開時刻を午前10時40分といたします。 

（午前１０時２２分） 

──────────────────────────────────────────── 

○議長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

（午前１０時４０分） 

──────────────────────────────────────────── 

○議長 第２順位の茂木 晶君は質問席にお着きください。 

  茂木 晶君。 

  第２順位、茂木 晶君。 

（１番 茂木 晶君 登壇） 

○１番 このたび、初めて当選いたしました茂木 晶と申します。町民の皆さんの代弁者とし

て、皆さんの声をしっかり届けていけるように頑張ってまいります。これから４年間よろし

くお願いいたします。 

  議長宛てに通告のとおり質問いたします。 

  初めに、今回の統一地方選挙と今後の選挙のあり方について質問いたします。 

  今回、選挙戦を初めて経験させていただきました。私自身も、支えてくれた後援会の同級

生も、選挙経験ゼロという中での挑戦でした。選挙戦を終えての少しばかりの感想と、これ

から私よりさらに若い世代や選挙未経験者にも政治に挑戦してもらえる環境をつくっていき

たい、このような思いを胸に質問の場に立たせていただきました。 

  今回の選挙戦につきましては、新人候補者の３人が上位３位を独占し、３人合計で3,300

票を超え、全票のうち半数近い票を獲得いたしました。これは、町民の皆さんの町政改革に

期待する声であり、いただいたお一人お一人の票を無駄にしないためにも、これから様々な

視点で改革を訴えていく必要があると考えています。まずは議会改革から取り組んでまいり

たいと考え、質問させていただきます。 

  １、投票率を上げる取り組みについて。 

  今回の投票率は60.34％で、前回の58.1％を2.24ポイント上回りました。私を含め、３人

の新人候補が出馬したこともあったのか、町民の皆さんの政治への関心が少しだけ回復し、

前回よりも投票率が上がったのではないかと思います。私の周りでも、今までは選挙に行っ
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ていなかったけれども、今回は行ったよという声がたくさんありました。とはいえ、投票率

60％を超えたところであり、まだまだ低い状況であると考えています。 

  川西町における町議会議員選挙の投票率の推移を見ますと、平成３年を最後に90％を切っ

ており、そこから30年間右肩下がりの状況です。また、今回の選挙戦の年齢別投票者数の資

料を出していただきました。年代別に、70代73.1％、60代72.4％、50代63.1％、40代55.8％、

30代53.7％、20代37.8％、10代32％という数字が出ており、若い世代になればなるほど投票

率が低い状況が顕著に表れております。特に10代や20代の30％台という数字は、政治に対す

る関心の低さが表れており、危機感を持って対応しなければなりません。この若者世代の声

をきちんと反映することができなければ、町民の皆さんの声が反映された議会とは言えませ

ん。 

  若者世代が政治に関心を持ち、投票に足を運んでもらう、あるいは政治に挑戦してもらう

ようにするために、どのような取組をされてきましたか。そして、その取組は満足のいく結

果を出せていますか。 

  次に、新人候補者の支援について。 

  初めて出馬される方に向けた川西町独自の支援を実施すべきと考えます。 

  選挙に出馬することは、金銭的な面でも精神的な面でもかなりの負担があります。できれ

ば選挙費用の公費負担制度に加え、川西町独自に新人候補者への金銭的な補助を実施すべき

と考えますが、町独自の公費負担制度の実施は法律上難しいと思いますので、金銭的な補助

以外で新人候補者を支援できる、そのような取組を行うべきと考えています。 

  例えば、立候補予定者への事前説明会を６か月前や３か月前にも開催し、段階を踏んで準

備を進められるように支援するのはどうでしょうか。実際、私は半年以上前から準備を進め

てきましたが、書籍を読んだだけでは理解し難いものや、各自治体によって制度が違う内容

もあり、かなり苦労して準備を進めてきました。ですが、立候補予定者への事前説明会は告

示日の１か月前頃であり、そこで説明を受けてから用意したのではとても間に合いません。

説明会自体も要点を絞った形で説明いたしますので、１時間程度で全てを理解できる内容で

はありません。 

  このような点を踏まえて、新しく政治に挑戦したいと考えている方が出馬に向けて余裕を

持って準備できる、そのような支援を実施すべきと考えます。 

  次に、公開討論会の実施を。 

  町が主体となった候補者全員の公開討論会を実施すべきと考えます。候補者の考えを平等
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に見比べることができる資料として選挙公報が発行されております。しかし、それぞれの候

補者が一堂に会し、候補者自身の声で直接伝える場はありません。ぜひ選挙公報の延長とし

て、町民の皆さんが各候補者の政策への思いを見比べることのできる環境が必要と考えます。 

  昭和23年から昭和58年までは、公営の立会演説会が開催されておりました。有権者が各候

補者の政見を知り、選択する上で便宜な制度として実施されてきましたが、58年に廃止され、

現在では選挙運動のためにする演説会については、個人演説会と所属政党が開催する政党演

説会以外開催できないことになっています。このような状況から、立会演説会の復活という

側面を有した公開討論会を開催する展開が全国的に増えております。 

  公開討論会は、選挙の告示日前に立候補予定者からそれぞれ政策やビジョンを聞く会であ

り、政治活動の一環として行われるものであります。立候補予定者の発言が選挙運動にわた

ることのないように注意した上で進める必要がありますが、候補者の政策や人物を生で見比

べることができる機会です。また、インターネット上に動画をアップロードすることにより、

直接会場に足を運べなかった方にも見られる機会を提供することができます。 

  ぜひ川西町でも公開討論会を実施し、町民の皆さんが各候補者の声を聞き比べることので

きる環境をつくるべきと考え、質問いたします。 

  次に、地方議員のなり手不足について質問します。 

  今、日本中で地方議員のなり手不足が問題になっています。特に、町村議会などの小規模

議会ほど深刻になっています。原因は、議員報酬の低さによるものであり、結果として議員

や議会の魅力が低下していると認識しております。新たに町議会議員を志す人が仕事を辞め、

生活環境を変えてでも政治の世界に飛び込みたいと思えるような魅力ある議会にしていかな

ければなりません。 

  私の周りにも、今回の町議選に出馬を考えた方が何人もおられましたが、議員報酬の少な

さがネックとなり、出馬を断念された方もおられました。周りの町村に合わせて足並みをそ

ろえるばかりではなく、川西町が先頭に立って地方議会改革を進めていく必要があると考え

ます。 

  令和４年に特別職報酬等審議会にて議員報酬の増額が検討され、一月当たり１万円増額さ

れました。しかし、この増額によって、なり手不足問題が解決されたとは思えません。近隣

の市議会と同レベルに増額されるべきと考えます。 

  今後も引き続き報酬額増額を検討すべきと考え、報酬額の増額に併せて議員定数削減を議

員発議によって改正していくべきと考えます。 
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  次に、若者議会について質問いたします。 

  若者が政治について学んだり、主体的に社会や未来について考え、行動する力を身につけ

ることを目的として、子供議会や若者議会に取り組まれている自治体があります。政治への

関心が低い若者世代に政治に興味を持ってもらい、さらにまちづくりについても関心を持っ

てもらえる取組になります。ぜひ川西町にもこのような取組をしてもらいたく、若者議会に

取り組んでおられる自治体の取組を紹介させてください。 

  愛知県シンジョウシでは、平成27年４月から若者議会を設置し、若者が活躍できる街を目

指して取り組んでおられます。若者が意見を述べるだけではなく、毎年度1,000万円までの

予算を提案する権利が与えられています。公募で集まった16歳から29歳までの委員20人と、

市外からの委員５人で構成され、毎年度新たな政策を市に提案します。政策は、市議会の承

認を経て予算がつき、市が実施する仕組みです。８年間で若者議会の提案による43の政策が

実施され、大きなものとしては図書館の改装があったようです。図書館を家でも学校でもな

い第３の居場所にとの理念で提案され、学生が勉強したり、グループ学習の話合いの際に集

まれる場所やゆっくり座れるソファー席が設置されたそうです。ほかにも市民の交流や観光、

就職支援など幅広い政策に取り組まれてきました。 

  シンジョウシでは、市民参加型の地方自治が実現されています。しかも、若者の声を反映

できるすばらしい取組であると思います。大人が思いつかないような政策が提案されたり、

若者議会ＯＢの子が市の職員になったり、市議会議員になられた方もいらっしゃるそうです。 

  ぜひ川西町にも若者議会をつくり、若者が積極的にまちづくりに関わり、政治に興味を持

ってもらえる取組をすべきと考え、質問いたします。 

  以上、壇上からの質問といたします。 

○議長 選挙管理委員会委員長山口丈志君。 

（選挙管理委員会委員長 山口丈志君 登壇） 

○選挙管理委員会委員長 選挙管理委員長の山口です。 

  ただいまの茂木 晶議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、今回の統一地方選挙と今後の選挙のあり方について、投票率を上げる取り組みに

ついてでありますが、本年４月に行われた町議会議員選挙における投票率は、前回の投票率

を2.24ポイント上回ったものの、投票率は60.34％という状況でありました。また、年代別

の投票率においても、議員ご指摘のとおり、若い年代であるほど投票率が低く、若者世代の

選挙への関心が大変低いというのがうかがえます。 
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  こうした状況においては、本町に限らず全国的に同様の傾向にあり、課題となっていると

ころであります。 

  本委員会における選挙啓発の取組として、小・中学生を対象としたポスターコンクール、

出前講座、選挙時の啓発、成人式でのパンフレット配布等を行っております。 

  特に若者世代への取組としては、毎年、県立置賜農業高等学校の生徒を対象に、選挙啓発

の出前講座を実施しております。講座では、政治と選挙についての説明のほか、模擬投票を

行い、選挙が身近なものであること、自分たちの生活に直結していることなどを実感してい

ただく機会としております。 

  また、選挙当日の投票所において、高校生も含めた若者世代に立会人を経験していただく

など、選挙に関心を持っていただく取組を行っております。 

  今後ともこうした選挙啓発活動を継続して実施するとともに、若者世代の選挙への関心が

高まる取組を、様々な形で研究を行ってまいります。 

  次に、新人候補者の支援についてでありますが、本町では、今回の町議会議員選挙から選

挙公営制度の対象を拡大し、選挙運動用の自動車の使用、選挙運動用ポスター及びビラの作

成に係る公費負担を導入しました。 

  選挙公営制度は、選挙費用の負担を軽減し、候補者間の選挙運動の機会均等を図るための

ものであり、公費負担の詳細を定めた後、速やかにホームページや町報にて周知を行ったと

ころであります。 

  立候補予定者への説明会の開催時期についてでありますが、本町では例年、投票日のおよ

そ１か月前に開催しており、今回の統一地方選挙における県議会及び近隣市町の議会議員選

挙においても同様の時期に実施されております。 

  新たに立候補を考えておられる方については、従前より選挙管理委員会へご相談をいただ

きますと個別に対応しておりますので、今後とも丁寧な対応に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

  続いて、次に公開討論会の実施についてでありますが、議員ご指摘のとおり、立会演説会

については、公職選挙法が改正され、現在は廃止されております。ただし、選挙告示日の前

においては、選挙運動にわたらない範囲での公開討論会の開催は可能とされており、今回の

統一地方選挙では、県内で１団体の市長選において、第三者が主催する形式で実施されてお

ります。 

  選挙管理委員会は、各種選挙の公正かつ適正な実施、管理を担う立場でありますので、委
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員会の立場で公営で主催して行うということはできないものと考えています。 

  以上、茂木 晶議員のご質問のお答えとさせていただきます。よろしくお願いします。 

○議長 町長原田俊二君。 

（町長 原田俊二君 登壇） 

○町長 茂木 晶議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、地方議員のなり手不足問題についてでありますが、議員のご質問にあったとおり、

昨年、特別職報酬等審議会を開催し、その答申を受け、川西町特別職の職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例を昨年12月定例会でご可決いただき、本年５月より議員報酬を増

額いたしました。 

  特別職である議員報酬の額は、地方自治法により条例で定めることとなっており、報酬額

の改正に当たっては、特別職の職務の特性や他自治体との均衡、社会経済の動向を踏まえ、

特別職報酬等審議会の意見を聞くこととしております。 

  特別職報酬等審議会では、町内公共的団体の代表者等の委員から多角的な視点でご意見を

いただいたところであり、選挙公営制度の導入による立候補環境の改善を併せて図ることで、

なり手不足が少しでも解消されることを期待し、一定程度報酬を引き上げることを可とする

答申をいただいたところであります。 

  議員のなり手不足については、全国的な課題であり、住民自治の根幹に関わる重要な問題

であることから、国では地方議員の兼業の規制を緩和する法改正等が行われるなど、なり手

不足の解消に向けた取組が行われておりますので、国の動向を踏まえながら、引き続き調査、

研究に努めてまいります。 

  次に、若者議会についてでありますが、若者が政治について学んだり、主体的に社会や未

来について考え行動することは、まちづくりを進める上で大変有意義であると捉えておりま

す。 

  町では、平成16年に川西町まちづくり基本条例を制定し、まちづくりの基本理念として、

町民一人ひとりが住民自治の精神を再認識し、自ら考え、行動することによる「パートナー

シップによる協働」を掲げており、行政情報の共有と町民のまちづくりへの参画を前提とし

てまちづくりを推進することを定めております。 

  主な取組としては、町報やホームページ、ＳＮＳや出前講座等による情報発信のほか、広

く町民の声を聞く機会として、町長への手紙や町長とのふれあいトークなどを実施しており

ます。また、まちづくり施策の評価・提言として、町民各層で構成するまちづくり委員会を
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設置するとともに、各種計画策定の過程においては、公募による町民の方々に参画いただき

ながら施策への反映に努めております。 

  子供議会や若者議会等のまちづくりへの提言や意見交換等の取組については、平成16年に、

議会主催として町内３中学校の生徒代表による模擬議会が開催され、平成17年には、町制50

周年記念事業として中学生模擬議会を町が主催し、平成18年にも同様に開催しております。

また、平成27年には、町制60周年記念事業として女性議会を開催し、女性の立場から意見や

政策への提言をいただいたところであります。 

  若い世代の方々との意見交換については、町長とのふれあいトークとして、これまで平成

25年に各地区及び商工会青年部、農協青年部との意見交換をはじめ、平成28年には地域おこ

し協力隊や若者団体、置賜農業高等学校の生徒との意見交換、平成29年には２分の３成人式

実行委員会の方々との意見交換など、町の魅力づくりやまちづくりの課題等について、若者

目線での考え方をお聞きし、意見交換を行ってまいりました。 

  人口減少・少子高齢化社会が進行し、将来の見通しが難しい時代を迎えており、広く町民

の皆さんがまちづくりに関心を持ち参画できる環境づくりは重要な課題であります。国は、

少子化対策の施策において、こどもまんなか社会の実現に向けて、子供の声を聞くことが重

要であるとしております。 

  町においても、子供や若者の声がまちづくりに反映できる取組を一層推進できるよう検討

してまいりたいと思います。そして、まちづくりの主役は町民であることを念頭に、主権者

教育の充実やまちづくりの情報発信に努め、議員活動や選挙への関心が深まるよう努力して

まいります。 

  以上、茂木 晶議員のご質問のお答えとさせていただきます。 

○議長 茂木 晶君。 

○１番 まず、投票率を上げる取組につきまして、選挙啓発の取組として小学生にはポスター

コンクールなどを開き、高校生には出前講座、あるいは選挙の立会人を経験していただくこ

とで、選挙が身近なものであると実感してもらう非常にいい機会であると考えております。

引き続き取り組んでもらいたいと考えております。 

  しかし、高校卒業後の選挙の啓発や成人式でのパンフレット配布では、まだまだ働きかけ

が足りないように思います。選挙時の啓発とは具体的にどのような取組でしょうか。お答え

お願いします。 

○議長 奥村書記長。 
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○選挙管理委員会書記長 ただいまのご質問にお答えをさせていただきます。 

  選挙啓発活動については、ただいま委員長からも答弁申し上げたとおりでございますけれ

ども、具体的な取組としましては、やはりまずは町報を通じた啓発が１つでございます。そ

れから、ホームページ、ＳＮＳを通じた啓発ということで、特にＳＮＳについては、若者世

代については身近なツールであるというふうに認識しておりますので、投票期間中について

は随時ＳＮＳで投票への呼びかけ、こういったところを中心に若者世代向けに啓発をしてい

るところでございます。 

  加えてでございましたが、多くの町民の方々が訪れる機会として、町内のスーパーマーケ

ットの前で明るい選挙推進協議会等々の委員の方々にお手伝いいただきながら、チラシ等々

の啓発、これも併せながら実施をしているところでございます。 

○議長 茂木 晶君。 

○１番 今、ＳＮＳで啓発活動をしているということでしたけれども、私もそうですけれども、

フェイスブックなど町でも活用されていると思います。しかし、10代や20代の若者について

は、今なかなかフェイスブックが使われていないのではないのかと。インスタグラムやツイ

ッターなどが多く使用されていると思います。そのあたりについて町の取組はいかがでしょ

うか。 

○議長 奥村書記長。 

○選挙管理委員会書記長 今ありましたように、そのＳＮＳのツールというものが多岐にあり

ますので、ありましたように、いろいろな手法を考えられると思いますので、そういったと

ころは随時研究をしてまいりたいというふうに思います。 

○議長 茂木 晶君。 

○１番 次に、18歳から選挙権が今与えられていまして、しかし、被選挙権は25歳、つまり７

歳の差があります。同世代が出馬されないこの間に、選挙への関心がどんどん薄れていくよ

うに思います。つまり、今後20代前半に関心を持ってもらえるようなそのような取組をさら

に進めていくべきと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長 奥村書記長。 

○選挙管理委員会書記長 ありましたように、若い世代ほど投票率が低いということは、数字

に如実に表れております。これは、本町のみならず、直近の国政選挙においても同様のよう

に、やはり20代になりますと投票率が下がるというような現状でございます。 

  国あるいは県のほうでも、若い世代を中心にこういったアンケートの動向を調査をしたと
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ころでございました。特に、国といいますか、全国的な公益財団法人の明るい選挙推進協会、

この中で20代、30代の方々の意識調査を実施をしております。その中では、若者の考えとし

ましては、基本的に投票率が下がって、選挙に対する投票はやっぱりすべきであろう、棄権

するべきではないという、こういった権利と義務、これはやはり理解をしつつも、実際は政

治への関心という部分がなかなか見いだせないということで、投票へ行っても意味がないと

いう部分が非常に多くの回答をいただいているところでございます。こういった選挙、ある

いは政治に対する選挙での無力感といいますか、そういったところをどう克服をしていくか

というところについては、いろいろ研究をしていかなければならないというふうに思います。 

  でありますと、子供のときからの啓発活動、これをやはり継続をしていくということが一

番今できる中では大きな課題かなというふうに思います。各学校においては、社会科の中で

も、選挙という部分の中身についても現在各小学校の中でも授業がされております。そうい

ったところをまず継続をしていくということ、それから子供のときから選挙に親と一緒に行

くというところもひとつ有効な手だてかなというふうに思います。特には若い世代のアンケ

ートを見ますと、親と一緒に行くということが非常に選挙機会としては有効だというふうに

捉えておりますので、そういったところを粘り強くといいますか、継続してやっていくとい

うことで、少しでも主権者教育といいますか、そういったところを継続してやってまいりた

いというふうに思います。 

○議長 茂木 晶君。 

○１番 今課長からありましたように、選挙に子供を連れていくことができるというのはなか

なか知られていないですけれども、実はできるということで、このあたりをぜひＰＲしてい

ただいて、子育て世代が選挙に行けるようにＰＲしていただきたいなと考えています。 

  次に、新人候補者の支援についてなんですけれども、やはりなかなか１か月以上前に、そ

れよりも前に、半年前とか３か月前に開いていただくことは難しいようですけれども、個別

に対応していただけるということですので、ぜひそのあたりを町のホームページの選挙のペ

ージからどのような形で選挙、立候補できるのかとか、説明の内容を、選挙のページ、多分

投票結果だけでしか載っていないとは思うんですけれども、もう少し立候補する上で少し説

明文などがあればよろしいかと思うのですが、いかがでしょうか。 

○議長 奥村書記長。 

○選挙管理委員会書記長 ありましたように、選挙の事前説明会については、おおむねどの自

治体も一月前というところが多くされている実態でございます。規定上を申し上げると、事
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前説明会をしなければいけないということではないわけでございますが、やはり候補者がひ

としく公正で公平で立候補できる環境をつくる上では、事前説明会を通してスムーズに立候

補できる環境は整えるべきであろうということで、現在どこの自治体でもやっているという

のがまず現状であります。 

  今、茂木議員からありましたご意見については、検討すべき内容だというふうに思ってお

ります。随時委員会では選挙の内容についてはお答えをすることは可能でありますが、なか

なかそこまでいかないという方もいらっしゃるというふうに思いますので、一般的なその選

挙までの流れといいますか、そういった手続的なもの、そういったところを掲載をしていき

ながら周知をしていくという部分については、十分検討できる内容ではないかなというふう

に捉えております。 

○議長 茂木 晶君。 

○１番 ありがとうございました。 

  次に、公開討論会についてですけれども、ほとんどの自治体、県内では１つの団体だけが

第三者が主催する形で開催されております。その第三者というのが、青年会議所（ＪＣ）が

主催する討論会であると思いますけれども、実は私の調べでは、行政が条例を改正して主催

している自治体が全国に１つだけありました。若者議会でも例を挙げさせてもらいました愛

知県シンジョウ市です。 

  愛知県シンジョウ市は、平成15年からＪＣ主催で公開討論会、首長の選挙戦に関する公開

討論会を開催されておりましたけれども、ＪＣが人が少なくなってしまったということで、

令和２年６月から議会で条例の改正が可決されて施行されています。つまり、首長選ではあ

りますけれども、条例を改正することで公開討論会を実施することは、法律上可能であると

考えております。いかがでしょうか。 

○議長 奥村書記長。 

○選挙管理委員会書記長 今ありましたように、条例で定めている自治体、確かに今、茂木議

員からありました愛知県の新城市（シンシロシ）かなというふうには思いますが、というと

ころで、これは経過を見ますと、市長さんが立候補されたときにそういったところを公約を

しながら、一つのまちづくりの条例を定めた中で、政策討論会というこの開催を条例化をし

て取り上げたという例でございました。 

  実際はこういうところで実施をしているということでございますが、ただし、この中身で

すが、具体的な実施に当たっては、条例としては市の条例ということになるんですが、運営
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主体としては、それぞれの候補者からの有権者、一般の方ですね、一般の方の合意というと

ころの中で、運営自体、主催自体もそういった第三者的な立場で運営をされているというこ

とで公平性であったりそういったものを保っているというふうに考えておりますので、やは

り主催として町あるいは選挙管理委員会等々で実施をしていくということではなくて、いろ

いろな第三者的な立場で有権者一同が理解をした中で、各候補者がそれぞれ合意をするとい

うことが前提になろうかと思います。特定の候補に偏った公開討論会というのは、これはで

きないというふうには認識しておりますので、そういった意味でも、やはり今取り組まれて

いる自治体というのは、市長選であるとかそういったところがありまして、一般の市町議会、

町議会等でのやはり人数の多い場面というのは、なかなかその公平性の部分で実現が至って

いないという現状かなというふうに捉えているところでございます。 

○議長 茂木 晶君。 

○１番 新城市でした、すみません。 

  新城市の首長選挙の公開討論会ですので、ほぼ２人で討論するという形だそうです。そし

て、原則、４つありまして、公平性を大切にするということですね。それと、選挙の事前運

動に違反しないようにということ、それと、３、公開討論会の参加を強制されない、そして

最後に市民の視点で分かりやすい内容でするこというような形で取り組まれているようでし

た。それと、やっぱり市長選だからこそできるというのは確かにあるかもしれません。ただ、

私は町民の皆さんが平等に声を聞けるこのような機会をぜひつくっていただきたいなという

思いでこのような質問をさせていただきました。 

  今後、状況に併せて、ほかの市もどんどん増えていくようであれば、まずは市長選からこ

のような取組をしていただいて、最終的には町議選にも取り入れてもらえたらなと考えてお

ります。 

  次に、なり手不足問題につきまして、川西町だけでなく全国的な問題であると考えており

ますので、今後も引き続き検討を重ねていただきたいと考えております。 

  最後に、若者議会について、先ほど質問でもありましたように、18歳に選挙権を与えられ、

25歳からの被選挙権、この間、若者の関心を持ち続けていただくために非常に有意義なもの

がこの若者議会であると考えています。川西町でも、記念事業として中学生の模擬議会や女

性議会が開催されておりますが、これは単回というんですかね、継続して実施されていませ

んが、この点についてお話をお聞かせください。 

○議長 町長原田俊二君。 
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○町長 平成16年、17年当時、中学生議会を開催いただきました。主体的には町議会主催とい

う立場でも対応していただいて、大変議会の協力をいただいたことに感謝申し上げたいと思

います。もう一方、その中学生の皆さんがこの議場で発言される、または自分の考えを発表

するには、大変中学校の先生方にご協力、ご支援をいただいて実現したところでありまして、

そういう意味では教育委員会の皆さんの協力の賜物と心から感謝申し上げますし、その場に

参画いただいた中学生の皆さんが成人になって本町役場の職務に当たっているという現実も

ありまして、政治に関心を持ったり、まちづくりに関心を持つ機会としては大変有意義な機

会だったなというふうに思います。 

  また、平成27年には女性議会という形で、これも議会のほうのご協力をいただきながら実

施をしていただきまして、本当に何回も集まっていただいて議論を重ねて、一般質問や政策

提言などもいただいたところでありまして、我々が気づかないことを大変重要な観点でご指

導いただいたことに感謝申し上げたいなというふうに思います。 

  継続して実施できないというのは、町の問題だけではなくて、やっぱり受け手側の学校や、

その掘り起しの部分についてエネルギーをかなり要するということもございまして、継続実

施できなかったことについては反省しながら、やっぱり課題整理をして、若者の参画という

観点では、議会だけではなくて、広報広聴活動なども多方面で対応させていただいておりま

すし、また各種委員会等の設置については公募制を取り入れるという形にしておりまして、

できるだけ幅広い方々に参画いただけるような機会をつくるということを町の指針として入

れ込んでおりますので、そういった場面などについても十分ご理解いただけるような発信を

していかなきゃならないなというふうに思っております。 

  今後、議会などにも、議員の皆さんからも改めてそういった機会創設に向けて取りまとめ

をいただければ、我々としても受け止めていきたいというふうに考えておりますので、議会

と、そして町が一緒になって、議会の活性化や議員活動をご支援申し上げたいと思っており

ます。よろしくお願いします。 

○議長 茂木 晶君。 

○１番 その学校側の問題、エネルギーの問題、これもあるのかもしれないですけれども、や

はり継続していくことが子供たち、若者にとっても大切なことではないかなと思います。１

回だけ、言葉は悪いかもしれないですけれども、パフォーマンス程度で開催しているようで

はちょっと関心は集められるとは思いませんので、これについて私たち議会、議員も協力し

て、ぜひ若者が興味を持ってもらえるような、政治に興味を持ってもらえる、そんな川西町



－83－ 

にしていけるように一緒になって頑張っていきたいと考えていますので、そして実際にこの

ときは記念事業で、意見や政策の提言だけにとどまっていらっしゃいますけれども、先ほど

の新城市の事案ですとか、あと山形県の遊佐町でも同じような取組がされていて、金額は遊

佐町はもっと低く、四十数万円だったと思います。なので、実際に予算をつくつかないで、

子供たちの議会の関心の高さというのはかなり変わってくるのかなと思います。ですので、

ぜひ提言や意見だけではなく、実際に予算を与える、そのような仕組みをつくっていただき

たいと考えていますが、いかがでしょうか。 

○議長 原田町長。 

○町長 中学生議会や若者といいますか、若い人たちの意見交換の中で、海外視察研修の実施

などについて提案をいただきまして、町としても予算措置をさせていただいて、派遣事業な

ども取り組ませていただきました。そういう意味では、町も提言を大事に受け止めさせてい

ただき、事業化できるものについては積極的に事業化を進めていかなきゃいけないなという

ふうに思っております。パフォーマンスという言われ方をされましたので、ちょっと残念で

すけれども、真剣にご意見を受け止めさせていただきながら町政に生かしてまいりましたの

で、そのところについてはご理解賜りたいと思います。 

○議長 茂木 晶君。 

○１番 実際に予算を割いていただいていたのを知らずに、パフォーマンスと申し上げてすみ

ませんでした。すばらしい取組であるからこそ、継続して取り組むべきと考えております。 

  最後になりますが、今後、川西町のまちづくりが若者に関心を持ってもらえる魅力ある行

政、議会、選挙になっていけるように、引き続き取り組んでいきたいと考えております。 

  以上で質問を終わりたいと思います。ありがとうございました。 

○議長 茂木 晶君の一般質問は終了いたしました。 

  ここで休憩いたします。 

  再開時刻を午後１時といたします。 

（午前１１時２８分） 

──────────────────────────────────────────── 

○議長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

（午後 １時００分） 

──────────────────────────────────────────── 

○議長 第３順位の寒河江寿樹君は質問席にお着きください。 
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  寒河江寿樹君。 

  第３順位、寒河江寿樹君。 

（３番 寒河江寿樹君 登壇） 

○３番 ４月の議会議員選挙で当選させていただきました寒河江寿樹であります。 

  初めて迎えました定例議会で、このような機会をいただきましたことに心より感謝申し上

げたいと思います。 

  初めに、私ごとですけれども、40年以上にわたり川西町民総合体育館の職員として、社会

体育関係に携わらせていただきました。担当課の皆様はじめ、多くの方々よりご指導、ご協

力いただきましたことに、この場をお借りしまして感謝を申し上げたいと思います。その活

動の中で、町スポーツ少年団事務局、指導者、体育館、町中学校の部活動の外部指導者、体

育施設の管理運営、各種大会等を通して感じた疑問、矛盾等について、さきに議長宛てに通

知申し上げました３件について質問申し上げます。 

  それでは、大項目の１点目の休日の部活動の取り組みについて質問いたします。 

  ①文部科学省、スポーツ庁より、令和５年度から令和７年度をめどに、教員の働き方改革

による休日の部活動の外部指導者の地域移行を行うことになっているが、現在町ではどのよ

うに取り組んでいるのか、どのような状態になっているのかお伺いいたします。 

  ②地域移行後は、公共施設での活動への送迎及び使用料について、町ではどのように考え

ているのかお尋ねいたします。 

  ③地域移行後の指導者待遇ですけれども、指導者手当、責任の所在などについてどのよう

に考えているかお伺いいたします。 

  続きまして、２点目の公共施設の使用についての質問といたします。 

  ①町の同じ公共施設でありながら、使用の条例・内規の違いについて伺います。 

  例えば、川西町総合運動公園の体育館と川西町交流館あいぱるの施設の使用料についてで

すが、川西町総合運動公園の体育館等は、町外の料金は町内料金の1.5倍になっております。

また、川西町交流館あいぱるの施設では、町外の方が町内料金の２倍となっているが、その

根拠についてお伺いいたします。 

  ②また、川西町総合運動公園の多目的運動場は、町内、町外、大会を問わず全て無料で今

のところ使用されております。川西町交流館あいぱるの運動場につきましては、町内の方は

無料とか、また町外の方との大会等は有料なのはどのような理由からかお伺いいたします。 

  ③同じ町民でありながら、ホッケー競技によるホッケー場の使用の場合は、町内、町外の
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使用する子供から大人までの団体を問わず、使用料が全てではありませんが、ほとんどが無

料なのはなぜか。同じ町内のスポーツ少年団、中学校の部活動の児童・生徒が、少子化によ

り町内で同じ種目の団体がないため町外の団体との交流を行う場合は、現在、町外料金の使

用料を支払っていることについて、どのような理由なのかお伺いいたします。 

  ④町内と町外の団体の別については何を基準にしているのか、ほかの市町ではどのように

なっているのか、申請者による使用料についての違いについてお伺いいたします。 

  最後の３番目ですけれども、３点目のスポーツ振興について質問いたします。 

  ①文部科学省、スポーツ庁より、全ての人々がいろいろなスポーツを通じて幸福で豊かな

生活を営むことができる権利があるとなっているが、川西町ではこのことについてどのよう

に取り組んでいるのかお聞きいたします。 

  ②ホッケーの町川西になった30年前と現在の小学校、中学校の数と、児童・生徒の人数及

び町スポーツ協会（旧体育協会）の競技団体の数と会員の人数の推移についてをお尋ねいた

します。 

  ③少子化により、スポーツ少年団、中学校の部活動をはじめ、ほかの競技種目全てにおい

て低下している現在、ホッケー競技だけに偏らず、ほかの競技種目、団体への援助、支援に

ついて必要だと感じるが、町ではどのように考えているかお伺いいたします。 

  ④ホッケーの町川西になって30年がたちますが、その間、町でホッケー競技普及推進に関

して補助した団体、事業、金額と大会数の内容について教えてください。これに関して、町

のほかの競技団体も同じように、補助した団体、事業、金額と大会の回数の内訳についても

伺います。また、県内のほかの市町村でこのような単一種目だけの普及推進を何十年も継続

して行っているところがあるのか、今後も継続していくのかお伺いいたします。 

  例えば、例ですけれども、川西町スポーツ協会（旧体育協会）及び協会内の各競技団体、

町スポーツ少年団、中学校の部活動及び大会、町での開催した各種大会の補助金と回数につ

いてということで、これに対してホッケー競技の町ホッケー協会、町ホッケースポーツ少年

団、ホッケー部の部活動及び大会、町での開催したホッケー競技の各種大会の補助金と回数

についてお伺いします。 

  以上を質問といたします。よろしくお願いいたします。 

○議長 教育長小林英喜君。 

（教育長 小林英喜君 登壇） 

○教育長 私より、寒河江寿樹議員のご質問にお答えいたします。 
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  初めに、休日の部活動の取り組みについて、地域移行は、どのような状況かについてであ

りますが、国は、部活動改革と教職員の働き方改革の一環として、学校部活動の地域移行を

行うとし、まずは休日の活動から取り組むこととされております。 

  令和４年12月に、学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイ

ドラインの策定及び学校部活動の地域連携・地域移行に関する関連制度の運用について、ス

ポーツ庁より通知されております。 

  その中で、①学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行は、将来にわたり生徒のス

ポーツ・文化芸術活動の機会を確保するために重要であること、②地域クラブ活動は地域の

運営団体・実施主体が行うことになる一方、生徒の望ましい成長のため、学校との連携が重

要であること、③生徒のスポーツ・文化芸術環境をめぐる状況は地域によって異なるため、

運営団体・実施主体の在り方をはじめ、地域クラブ活動の整備方針等は地域の実情に応じた

多様な方法があることや、学校部活動の地域連携から取り組むなど段階的な体制整備を進め

ることが示されております。 

  また、その達成時期について、国は一律に定めず、令和５年から３年間を改革推進期間と

して、地域の実情等に応じ、段階的に、可能な限り早期に実現を目指すこととしております。 

  また、平日の部活動と休日の活動は同じ種目等である必要はなく、できるだけ多くの活動

ができる環境をそれぞれの自治体で準備し、その中から選択することとなっておりますが、

他市町村のクラブへの加入も想定されております。 

  なお、地域ごとに取り組めるものから実施することとされており、生徒が活動しないとい

う選択も可能であります。 

  具体的には、現在、川西中学校では11の運動種目、男女別で17の部活動（野球、ソフトボ

ール、ソフトテニス、ホッケー、陸上、サッカー、バレーボール、バスケットボール、卓球、

柔道、剣道）及びクラブチーム等で活動する総合体育部活動と２つの文化部活動（吹奏楽、

美術）があります。休日の活動は準備できるものから選択し、希望する生徒が参加するとい

う考えであります。 

  地域移行に当たっては、スポーツ少年団やスポーツ協会、総合型地域スポーツクラブ等の

運動関係団体、芸術文化協会及び関連団体等の皆さんにご理解いただき、協力を仰いでいく

必要があります。その上で、今年度、これらの方々による協議会を設置し、情報提供を行い、

受皿となる実施主体の組織化に向けた検討を進めていく考えであります。 

  地域移行に向けた大きな課題としては、指導者の確保と育成、組織の運営体制、活動場所
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等が考えられ、協力の意思がある団体等と協議を進め、体制整備ができた活動より順次移行

していく方向で進めてまいりたいと思っておりますが、受皿のない部活については、当面、

現在の学校部活動を継続する必要があると考えております。 

  あわせて、各種大会の在り方についても検討することとされており、現在、県中体連の動

きとしては、19競技でクラブチームの大会参加が可能となっており、今後も種目が増えてい

くようであります。 

  地域移行については、まだまだ国の制度に不透明なところがあり、全国的に各自治体の取

組状況に差があることから、近隣自治体の動きを注視し、本町の取組を進めてまいります。 

  次に、公共施設への送迎及び使用料についてでありますが、国では、送迎については原則

保護者が担うとの考えでありますが、一方では、他市町村に設置されているクラブ等への加

入の場合は、保護者負担が過大になることも想定されるところであります。 

  また、受皿となる地域クラブ・団体が活動場所として公共施設を使用する場合については、

社会教育団体として自治体で定める使用料を徴するものとなりますが、近隣自治体と連携し

た整理も必要になるものと考えております。 

  なお、地域クラブの運営費については受益者負担が前提でありますが、保護者負担を抑え

るために、企業及び住民寄附の仕組みや自治体補助等の手法が想定されることが国より示さ

れております。自治体ごとに社会環境、財政基盤が異なること、何より継続した支援体制の

構築が必要となることから、県では国に対して強く団体の運営支援を要望するとのことであ

りますので、本町も共に要望してまいります。 

  次に、指導者の待遇、指導手当、責任の所在等についてでありますが、指導手当について

は各クラブが決定するとされております。 

  国では、幾つかの自治体で実証事業を行っておりますが、その場合は国負担でありますの

で、１時間1,600円で１日３時間以内との基準でありました。 

  実際の額については、最低賃金を下回ることなく、クラブ単位で指導員のスキルや資格に

応じ独自に設定するようにとのことであります。クラブの規模や活動内容によって様々なケ

ースが考えられること、保護者負担もあることから、単一基準は設けないとのことでありま

した。 

  また、責任の所在はクラブとされており、クラブ単位でスポーツ安全保険等に加入するこ

とが求められております。 

  さきに答弁申し上げましたとおり、今後、関係する方々にお集まりいただき、協議会を設
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置いたしますが、この中で国・県の方針をご説明し、ご意見をいただきながら、本町として

の取組をまとめてまいりたいと考えております。 

  次に、スポーツ振興について、スポーツ振興の取り組みについてでありますが、かわにし

未来ビジョンに掲げておりますとおり、生涯現役で生活できる健康元気づくりを推進するた

め、誰もがスポーツを楽しむことができる機会と整備を図っているところであります。具体

的には、総合型地域スポーツクラブの推進やスポーツ少年団育成補助を通じ、指導者の育成

を図り、スポーツの裾野を広げてまいります。 

  平成４年度と令和５年度の学校数、児童・生徒数の推移については、小学校が８校から６

校に、児童数は1,627人から573人に減少しております。中学校数は５校から１校に、生徒数

は868人から335人に減少しております。 

  また、スポーツ協会への加盟競技は、平成４年度の17競技、1,603人から、令和５年度で

は17競技、857人と大きく減少しており、急激な人口減少、少子高齢化の影響が表れており

ます。 

  次に、ホッケー競技の推進についてでありますが、毎年交付している補助金については、

川西町ホッケー競技力強化として28万4,000円、川西町ホッケースポーツ少年団育成として

10万円、東北中学生ホッケーチャレンジカップへ10万円を支出しており、そのほかに開催地

となる６年に一度、東北中学校ホッケー選手権大会へ70万、東北高等学校ホッケー選手権大

会へ60万円、東北高等学校選抜ホッケー大会へ60万円、東北総合体育大会ホッケー競技会へ

90万円を支出しております。 

  本町は、平成４年のべにばな国体でのホッケー競技の主会場地として、ホッケーの普及推

進に努めてきた経緯があり、以来、ホッケーの町川西を標榜し、専用のホッケー場を整備し

て競技力向上を図り、全日本メンバーに選出される選手を輩出するなど、特色あるまちづく

りとして大きく成果を上げているところであります。また、ホッケーを通じた地域間交流も

図られ、スポーツ振興に大きな貢献があったと評価しており、今後もホッケーの町として普

及推進と競技力の強化を図ってまいります。 

  ほかの競技に関しては、町スポーツ協会を通し、各種大会関係の委託料を予算措置してお

ります。また、町内の幼児、児童、生徒で構成する団体が指導者の引率により使用する場合

は、町民総合体育館の使用料免除やスポーツ少年団育成補助を行う等、スポーツ活動を支援

しており、今後もスポーツの振興に努めてまいります。 

  以上、寒河江寿樹議員のご質問のお答えとさせていただきます。 
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○議長 町長原田俊二君。 

（町長 原田俊二君 登壇） 

○町長 寒河江寿樹議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、公共施設の使用について、公共施設の使用に関する条例・内規の違いについてで

ありますが、町民総合体育館の使用料については、総合運動公園各種施設等とともに川西町

体育施設条例で規定しております。町民の心身の健全な発展に寄与するため、町民が気軽に

使用できるよう、他市町の使用料規定を参考としながら、町外者と使用料に差をつけて規定

しているところであります。 

  一方、川西町交流館あいぱるについては、旧川西第二中学校を生涯学習施設として改修し、

各小・中学校や各地区交流センター等の使用料を定めた川西町教育施設等の使用に関する条

例に基づき設定した川西町交流館条例において使用料を規定しており、町外者への割増しも

同様に規定しております。 

  このように、両施設の目的、性質の違いにより別仕立ての条例のため、使用料の規定方法

に違いが出ているところであります。 

  総合運動公園多目的運動場については、多くの方々にスポーツに触れてもらう機会を設け

るため、照明施設のみ使用料の設定を行っております。 

  また、川西町交流館あいぱるの運動場については、使用料の規定により町内者からも使用

料を徴収しており、町外者は体育館同様に割増しをしております。 

  町内と町外の団体の判別については、実際の活動拠点や活動内容で総合的に判断しており

ますが、現在、置賜管内では、居住地による使用料の差を設けず規定している自治体も増え

ている状況となっております。 

  町が主催・共催する行事や事業については使用料の減免規定があり、ホッケー競技の大会

や強化練習会などは町が主催・共催しているものがほとんどであるため、ホッケー場の使用

料については減免をしているところであります。 

  他種目での町外団体との合同使用の際の町外料金の扱いについては、ご指摘のとおり、少

子化により町外団体との交流をする機会が増えていることから、現状の把握に努め、検討し

てまいりたいと考えております。 

  以上、寒河江寿樹議員のご質問のお答えとさせていただきます。 

○議長 寒河江寿樹君。 

○３番 ご説明ありがとうございました。 
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  再質問じゃないんですけれども、私のほうから現在の部活動の地域移行についてというこ

とで、説明させていただきたいと思います。 

  現在、川西中学校での部活動については、昨年度までは毎週月曜日と、土曜、日曜、休日

のどちらか１日が休の部活動となっておりました。ただ、今年度、令和５年度から、またそ

れに毎週木曜日も今度は部活が中止という形になっております。それで、また皆様ご存じだ

と思うんですけれども、夏休み、冬休み、春休みについても、各部の顧問の先生の都合によ

って活動ができない部も出てきております。また、11月から３月まで、川西中では冬期間と

いうことで、冬時間ということで、もう下校が早くなっているために、部活が実質１時間し

かできない。そのために、今まで４月から10月まで川西町民総合体育館で活動していた部活

動については、行き帰りの往復の時間によって練習時間がほとんどないということで、活動

を土曜日とか日曜日の休日の部活動しかできない状態になっています。そのために、今、夜

間なんですけれども、川西中、現在使っているのは川西中ソフトテニスクラブという形で、

夜間の部活ができませんので、クラブという形で、使用料をお支払いして現在も使っており

ます。そういう現状になっています。 

  そして、あと、そういう形で今活動していますけれども、これに関連するか分かりません

が、先ほど教育長より説明がありましたほかの市町村クラブの加入も想定されることですが

ということで、現在、私の知っていることで、県内のほかの市町村等でも起きていることで

すが、ほかの市町の学校やクラブに行くことによって、生徒の転校等が現実起きています。

生徒が転校していくということですね。ということで、川西町でももしこのようなことが起

きれば、生徒・児童の数がますます減っていくんじゃないかと、それが一番の今危惧してい

るところであります。 

  部活動のそして活動期間ですけれども、実質３年生、３年間あるんですけれども、１年生

の５月から３年生の６月の地区総体までが普通の全員できますけれども、その後については、

東北大会、全国大会に行ける競技についてはそのままできますけれども、それ以外はたった

２年間、３年から２年間、実質できるのは２年間だけになっておりますので、このような形

から、一刻も早く地域移行を行ってもらって、生徒たちが活発に活動できるように、このよ

うに転校とか起きないようにしていただくように要望したいと思います。 

  あと、私のほうから、もう一つですけれども、また別な質問ですけれども、あと、先ほど

教育長からありましたけれども、町内の幼児、児童、生徒で構成する団体が、指導者の引率

により使用する場合は町民体育館の使用料を免除と言われていましたが、現実は、同じ町民
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でありながら、ホッケー競技、先ほど町長もありましたけれども、使用料の場合は、町内、

町外の使用する子供から大人まで、団体で、大会以外でも、普通のただの練習でも免除にな

っています。先ほど町長がおっしゃったように、主催とか共催では関係なく、ただの部活動

の練習、米沢商業、興譲館、高畠高校、高畠中学校、やっています。それは全て無料です。

そういうのは共催とか大会でないものに対しても、町のほうでは共催とか後援という形で、

主催とかでやっているのかどうかお伺いいたします。よろしくお願いいたします。 

○議長 教育長小林英喜君。 

○教育長 まず、ホッケー競技のほうの使用料等に関してですが、川西町がホッケーの町とし

て標榜していることから、ホッケーの支援を進めているところであり、そういった流れでな

っているのかと考えます。 

  使用料等について利用者から様々な要望等があることは承知しておりますが、施設や料金

等について様々な課題があれば、関係者のご意見等を拝聴しながら、総合的に判断して問題

解決に努めてまいりたいと考えます。 

○議長 寒河江寿樹君。 

○３番 ありがとうございました。 

  先ほど町長のほうからありましたように、主催、共催の場合は無料となっていましたけれ

ども、普通に活動していても今現在なっています。ということは、ホッケーの町だからでよ

ければ、例えば先ほど私も言いましたけれども、町内のスポーツ少年団、中学校の部活、義

務教育の団体、町内の団体ですね、それが町外の方と練習しても、町外料金は現在払ってい

ます。1.5倍払っています。そこがやっぱりこれから同じ町民の方で、なぜホッケーだけだ

から無料なのかと、町外の方が無料なのかと。町内の方は、同じく活動しても町外料金を払

わなくちゃいけないのかと。その点についてすごく本当に疑問に思っています。やはり同じ

町内の方で、ホッケー以外の方でもやっぱり先ほど町長がおっしゃるとおりに、じゃほかの

団体、競技団体でも、主催、共催に申請して、許可が得られれば全て無料でしてもらえるの

か、それもお聞きしたいと思いますし、先ほど言いましたように、町外内の団体とスポ少と

か中学校がした場合、やっぱりそれも今後もどうなるかということをお聞きしたいし、あと、

さっき教育長がお話ししましたけれども、説明いただきましたけれども、町内の幼児、児童、

生徒が町内のそういう人と一緒に活動すれば減免になるということを言っていましたけれど

も、それについても、町外の方と合同で練習してもそれは無料になるのかと、そこの点をお

伺いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 
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○議長 金子教育文化課長。 

○教育文化課長 私のほうから回答をさせていただきます。 

  様々な支援制度を整えながらやっているわけなんですが、特に大会の開催等の場合は、各

種団体のほうから町に対して様々な申請をいただくというようなことになっております。ま

ず最初に、大会の話をさせていただきます。その中で、町に対してどのような支援をいただ

きたいのかというのを各団体から頂戴いたしますので、その中身をこちらで見せていただき

ながら、各団体とも場合によってはいろいろなお話をさせていただきながら、その大会に応

じてどのような支援をするかというのを総合的に判断をさせていただいているところであり

ます。このときには、団体ときちんとお話をしながらその支援内容を決定してございますの

で、そのようにご理解をいただきたいというふうに考えております。 

  なお、これまで全く新しく申請をいただくという団体については、大変丁寧な対応をさせ

ていただいているわけなんですが、毎年定例で同じ内容で支援を要請されてくる、こういう

団体につきましては、おおむね異なった内容でない場合は例年どおりの対応をさせていただ

いているというのも、相手団体との了解の下進めさせていただいております。 

  あと、あわせて様々な使用料、こちらのお話でございますが、町としては、基準を定め、

また体育館の使用、各種使用に関しても今指定管理をしていただいているスポーツ協会、こ

ちらのほうを通じて各団体ともお話をさせていただきながら、了解いただいた上で使用料を

徴させていただいているというふうに理解をしているわけなのですが、今議員からいろいろ

なお話を頂戴いたしましたので、再度各団体のほうからいろいろなお話があれば、町として

もきちんとお話をお聞きし、スポーツ協会等も含めながら、検討をする必要がある場合は検

討してまいりたいというふうに考えてございます。 

○議長 寒河江寿樹君。 

○３番 今ありましたけれども、先ほど申し上げましたけれども、町外の団体については、町

外と合同練習した場合とかありますけれども、それについては今後もやっぱり町外料金で活

動してもらうという形で、町としてはそこは考えていらっしゃらないということでよろしい

んでしょうか。先ほど言いましたように、ホッケー競技だけについては全て部活動が普通の

日常の練習でさえ無料になっているんですけれども、それはやっぱりホッケー競技の、ホッ

ケーの町川西だからということでしょうか。それを再確認させてください。 

  あと、町内の各スポーツ少年団、また中学校部活が町外とする場合は町外料金と、それも

もう一度確認させてください。それで、そのまま今後もいくのかどうか、それについてもお
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伺いいたします。よろしくお願いいたします。 

○議長 町長原田俊二君。 

○町長 公共施設の使用に関して私から答弁をさせていただきましたので、少し補足をさせて

いただきたいと思います。 

  寒河江議員はもう十分体育館の創設からご案内のとおりだと思います。体協会長でありま

した菊地茂男先生が役場に来られまして、私に様々な歴史的な経過も教えていただきました。

体育館が開設されるときに、多くの町民の皆さんからは、町民は無料にするべきだ、してほ

しいというような声があったときに、菊地会長さんをはじめ、各競技団体の皆さんは、これ

は一つのルールとして受益者負担というのがあってしかるべきだろうと。税で管理していく

わけでありますので、そういう意味では、税の公平性という観点からすれば、利用しない方

も同じように負担するんではなくて、使用に当たっては、体育館を利用する方々がまずは応

分な負担をしながら、しかしそれを十分に生かせるような対応ということで使用料を定めた、

導入したということをお話しいただきました。 

  もう一方、私もずっと川西町の体育ということで、体育協会の50年史を見せていただいて

きたのですが、べにばな国体、平成３年に開催されたわけでありますけれども、ホッケー競

技ということについて町民の理解を得るためには、様々な苦労をされてきた経過があったよ

うであります。ホッケーの町になるためにも、ホッケー大会を開催しながら、ホッケーのル

ールをまず覚えようと、ホッケーになじんでいただくような取組をしながら、ホッケー競技

の普及、そして強化を図ってこられたというふうに、それがひいてはべにばな国体の成功に

結びついたわけでありまして、先人の皆さんが苦労されながらホッケー競技の振興、発展に

多大なご貢献をいただいてきたんだろうというふうに思います。 

  ただいまいただきましたように、少子化が進み、各種団体競技の内容等についても大きく

変化してきたわけでありますので、クラブ活動の地域移行などと併せながら、今後の町施設

等の利用について見直しをする時期に来ているのかなというふうな思いもしておりますので、

ここは教育委員会等と十分協議をさせていただき、さらには競技団体の皆さんのご意見など

も踏まえながら、今後の利活用の在り方について、またスポーツ振興について検討していく

ことが大切かなというふうに思っておりますので、ご提案いただいた内容も踏まえながら、

協議といいますか、検討を進めていくことにしてまいりたいと思っております。 

○議長 寒河江寿樹君。 

○３番 原田町長、大変ありがとうございました。説明していただきまして分かりました。 
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  あと、先ほどもありましたけれども、部活動の地域移行になったときなんですけれども、

そのときに一応受益者負担ということで先ほどありましたけれども、なるべくしないために

ということだと思うんですが、その件について、私、一個人の意見なんですけれども、やっ

ぱりホッケー競技だけにじゃなくて、それをほかの地域移行に対してすることによって、保

護者の皆さんに負担がかかるということは、そちらのほうにもきちっと補助が必要なんじゃ

ないかと。ある競技だけじゃなくて、そこら辺はきちっとしていかなくちゃいけないという

ふうな私の考えですね、そこら辺は町のほうにもご要望したいと思います。 

  あと、今、原田町長からありましたけれども、今後は町として公共施設の使用の条件とか

内規とかいろいろありますけれども、町民の方々からいろいろ意見を聞いて、踏まえて改善

したいということで、私もすごく賛成であります。このやっぱりホッケーの町になって30年

という一つの区切りにもなりましたので、これを契機に、ホッケーとだけじゃなく、ほかの

競技も一緒に、健康のために、私も去年の６月の第２回定例議会のほうを見せてもらいまし

た。そのとき、神村議員のほうから原田町長に健康寿命ということで質問がありまして、そ

のとき原田町長もおっしゃっていましたけれども、その健康のためには、健康寿命を延ばす

ためには、やっぱりいろいろなスポーツを10分以上長くしたほうがいいんだよという話も出

ていました。そのためにも、幼児から小学生、中学生とあれなんですけれども、いろいろな

スポーツ、単一種目じゃなくて、今、日本スポーツ協会で言っていますけれども、アクティ

ブチャイルドプログラムというか、子供たちに競技種目じゃなくていろいろなスポーツをさ

せて生涯スポーツのきっかけをつくってもらうように、それも町のほうで考えていただきた

いと思います。それによって健康寿命も延びるんじゃないかと、原田町長がおっしゃるとお

り、子供のうちから経験することによって、いいんじゃないかと思いますので、そのことも

お願いしたいと思います。 

  あと、言いましたように、町のほうで改善してもらうということで、理由としてはやっぱ

り先ほども言いましたけれども、同じ町民の方々が、児童・生徒はじめ、競技団体の方もい

っぱいいるんですけれども、今本当に各競技団体のほうも人口が減って、スポーツ協会の各

競技団体の方にお話ししたときですけれども、もう競技団体が各成り立たなくなってきたと。

一覧表を私も教育委員会、いただきましたけれども、本当にバスケット、いや、野球とかソ

フトボールなんかもう半分以下で、３分の１くらいになっているところもありますし、生徒

の数も先ほどありましたように、中学生も３分の１、小学生、そんな感じになっていますの

で、やっぱりもう一つの競技団体には、ホッケーはホッケーだけでいいと思うんですけれど
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も、そのほかの子供たちにもやっぱりしないと、やっぱり川西町のスポーツとして魅力も感

じてもらって、そこら辺もありますので、先ほど町長がおっしゃったとおり、今後いろいろ

な活動するためで、町民の方はじめ、町の方といろいろ会議をしまして、話をしてもらいま

して、内規とかいろいろ条例をいい方向に改善していただきたいと思います。 

  あと、もう一つですけれども、ホッケーの町川西になって30年にわたり普及推進したこと

により、先ほど教育長よりありましたけれども、全日本メンバーに選出されたり、ホッケー

を通じた地域間交流が図られたということなんですけれども、また特色あるまちづくりとし

て大きく成果を上げたと、あとスポーツの振興に大きな貢献があったと説明されましたが、

まちづくりとして大きな成果を上げた、スポーツの振興に大きな貢献があったということで

すけれども、どのような内容でまちづくりに大きく成果があったのかと。町民の方がどのよ

うにあったのか、またスポーツの振興に大きなと、ほかの競技団体にはどのような効果があ

ったのかとか、その点お伺いいたします。よろしくお願いいたします。 

○議長 教育長小林英喜君。 

○教育長 まず、前段ございました幼児のうちから多種目、様々なスポーツをというふうなこ

とで、やはりスポーツといっても、競技スポーツからニュースポーツまで様々ございますの

で、そういった様々な種目のスポーツをゴールデンエイジと言われる児童期、生徒期の子供

たちが様々体験することは非常によい機会だと考えます。そういう意味でも、総合型地域ス

ポーツクラブというのは、少子化の中で地域の誰もが様々なスポーツに気軽に楽しめるとい

うようなことで効果があるのかなというふうに考えております。また、コミュニティの向上

はもとより、地域社会の活性化にもつながるものと考えてございます。 

  あと、部活動移行に伴う負担でございますけれども、まだまだ地域の受皿とか指導者の確

保とか施設の確保など、様々な問題が、課題がございますが、過大な保護者負担が生じない

ように、また経済的に困窮する家庭の生徒がスポーツの機会を失うことのないような取組を

考えてまいりたいと思います。国や自治体の役割や財政的スキームがまだ明確ではございま

せんが、そういうところを明らかにしながら、本町において、今後も国や県の方針を受けて、

学校や地域の実情を把握しながら、休日の部活動移行に取り組んでまいりたいと思います。 

  次に、ホッケーの町ですが、最初に答弁させていただきましたように、平成28年にかわに

し未来ビジョンが策定されまして、それを受けて、平成31年に教育委員会のほうで第３次生

涯学習推進計画というものを立ててございます。その中の生涯スポーツの振興、充実を図る

という意味でのところの文章をちょっと読ませていただきますが、ホッケーの町を掲げる本
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町は、今後もホッケーの競技力向上のため、指導体制の強化が求められている。選手がよい

成績を獲得することで、住民に勇気や自信を届け、地域に活力を与えていきます。施策とし

てホッケー競技の推進、指導を強化し、高いレベルの技術を経験した中高生が将来指導者と

して貢献できる体制の構築に努めてまいります。こういった種目が他スポーツにもどんどん

波及して、意欲向上につながっているものと考えるところであります。 

  以上であります。 

○議長 寒河江寿樹君。 

○３番 ありがとうございました。 

  また、ホッケーの町川西になって30年たつのですけれども、その間、町でホッケー普及推

進に関して、こちらにあった補助金の申請あったんですけれども、私も先ほど原田町長がお

っしゃったとおり、体育協会の50周年記念誌を見まして、年間大体まあ10年に８回くらい、

各種大会あるみたいでした。それで、大体１回この金額を見ると、60万から70万80万、90万

ってあるんですけれども、それで大体ホッケーのその大会だけでも千何百万、また先ほど言

ったスポーツ少年団とかそういう補助金についても、やっぱり30年ですと1,000万くらいと

いうことで、そのくらい金額かかっているんですけれども、その詳しい金額についてもです

けれども、どのくらいだったかお伺いしたいんですけれども、分かりますか。よろしくお願

いいたします。 

○議長 金子教育文化課長。 

○教育文化課長 あらかじめ寒河江議員からそういう情報が欲しいというご用命をいただいた

んですが、やはり30年間遡ってというと、データ的にちょっと手元にすぐ集まらないという

こともあって、直近のものでまずお話をさせていただいて、それがおおむね30年間にわたっ

て支出になったんだというような形で資料としてはつくらせていただいたというふうに考え

てございますので、30年間で幾ら出たというのは、大変申し訳ないのですが、ちょっと算定

できないということでご了解をいただきたいというふうな形で資料としてお出しをさせてい

ただいたところでございます。 

○議長 寒河江寿樹君。 

○３番 分かりました。ただ、私のほうも一応体育協会の50周年を見まして、それで大体、平

成６年から平成14年までの間で約10年間で８回の各種大会がありました。それについては、

ここに資料に報告されていますとおり、東北の中学校ホッケーチャレンジカップとか、あと

俗に言う高校総体、あとホッケー選手権大会、東北高校の、あと国体予選ということであり
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ましたけれども、このほかにも各種大会がありました。社会人の大会、あとスポーツ少年団

の大会ということの大会がありましたんで、その10年間で８回くらいありましたんで、まあ

そういうことを計算して、大体ここに書いてありますとおり、６年ごとにこの４つとか何か

来ると、やっぱり1,000万から、あとこちらのほうで2,000万くらいの補助金が出ているのか

なと思ったもんですから、正確なところも知りたかったということでお聞きしました。 

  あと、また、これですけれども、今言われたように、補助金とホッケーの町川西などにつ

いてですけれども、私もいろいろなスポーツ少年団、体育協会、中学校の部活とか、その保

護者の活動、一応いろいろな活動させてもらっています。その中で、やっぱり皆さんが本当

に何も分かっておりません、町民の方が。もう30年たっているんですけれども、ほとんどの

方が分かっていません。例えば、先ほど言いましたように、ホッケーは何で無料で、体育館

のほかの部活は金取られんなよとかって、そういう話ははっきり言われます。そのことに対

して、町のほうでそういうホッケーの町だからでないかなということで、だって、同じ町民

だべーとかって、そういう話もありますんで、今後についてはその補助金とかいろいろある

んですけれども、これについて、今度はホッケーの町川西でますます発展させるためにも、

ほかの競技も一緒にしていただきたいと思いますので、今後、補助金、ホッケーの町川西と

の在り方について、町民の方々、議会のほうに明示し、丁寧に経過報告、意見交換すべきと

考えますが、町としてはどのように考えていますか、お伺いいたします。よろしくお願いい

たします。 

○議長 町長原田俊二君。 

○町長 平成20年当時でありますけれども、議会の中でもホッケーの町振興の一般質問をいた

だいたり、様々な議論がありました。さらには、全国高校総体、インターハイが開催される

ということもありまして、人工芝ホッケー場でないと競技ができないんだというホッケー協

会からの強い要請もありまして、様々な議論をさせていただきながら、国体会場でありまし

た天然芝のホッケー場を改修して、人工芝ホッケー場を開設したところであります。そうい

う意味では、べにばな国体のレガシーとしてホッケー競技が振興、さらにはマイナーなスポ

ーツでありますので、競技団体は大変苦労しながら選手育成や競技普及に努めておられるわ

けでありまして、そういった財産を継承していくことも大事というふうに判断してまいりま

した。 

  ホッケー競技が一つの町のシンボルとして、川西町はホッケーの町ということが多くの認

知度といいますか、県内はじめ、県外にも川西町のホッケーの競技普及については高い支援
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をいただいているところでありますので、今までのことにつきましては、大変貴重な競技普

及を図られてきたというふうに考えております。 

  私自身、個人的な見解ですけれども、やはり全日本の日の丸を背負って世界大会やオリン

ピック出場をかけた国際大会に出場している選手がこの町から輩出されているということは、

大変うれしいし、我々もしっかり応援したいという思いで来ました。そういう意味で、本当

に選手の皆さんも頑張ってこられましたので、その頑張りというのは今後とも引き継いでい

く必要があるんではないかなというふうには思っております。 

  高橋健太郎君もいらっしゃいますので、何もホッケーだけではなくて、ほかの団体でも頑

張っておられる選手もいらっしゃいます。そういったきら星のように輝く選手が多数この町

から生まれることを私も期待しておりますので、ぜひ柔道家からも日の丸を背負って立たれ

るようにご期待申し上げたいなというふうに思っております。 

  どのスポーツにも親しんで、スポーツはいいなと、体を動かし、汗を流すことの喜びがみ

んなに伝わるようなことが大切だなというふうに思います。そのために、公が持っている施

設を十分活用していただいて、スポーツ振興だけではなくて健康増進につながっていければ

なというふうに思っておりますので、今後とも様々ご指導いただきたいと思います。ありが

とうございました。 

○議長 寒河江寿樹君。 

○３番 原田町長、ありがとうございました。私のほうまでいただきまして、本当にありがと

うございます。 

  今、ありましたように、今、原田町長がおっしゃられたとおり、町全体で健康なまちづく

りというのはやっぱり一番大事だと思います。今後は、私のほうからですけれども、町民の

方々が、幼児から高齢者の方が、障害のあるなしにかかわらず平等にいろいろなスポーツを

体験して、人として成長し、社会に出ても活躍できる人材になって、幸福で豊かな生活を川

西町で営むことができるようにお願いいたしまして、以上をもちまして質問を終了させてい

ただきます。ありがとうございました。 

○議長 寒河江寿樹君の一般質問は終了いたしました。 

  ここで休憩いたします。 

  再開時刻を午後２時10分といたします。 

（午後 １時５１分） 

──────────────────────────────────────────── 
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○議長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

（午後 ２時１０分） 

──────────────────────────────────────────── 

○議長 第４順位の橋本欣一君は質問席にお着きください。 

  橋本欣一君。 

  第４順位、橋本欣一君。 

（１０番 橋本欣一君 登壇） 

○１０番 本日、最後の質問でございます。最後までよろしくお願い申し上げます。 

  議長宛てに通告のとおり質問いたします。 

  初めに、学校給食の無償化の問題です。 

  今、学校給食の無償化を求める動きが広まっています。山形県内では、2023年４月現在、

10の市町村で完全無償化、うち１市１町は期間限定、12の自治体で半額や一部助成など実施

されています。合わせて22の自治体で給食費無償化に向けて何らかの取組が行われています。 

  全国では、2018年に76自治体だったものが、2022年では254自治体に広がり、５年間で３

倍強になりました。国でも給食の無償化を検討していると報道されています。この流れは、

子育て支援の中でも主要な政策の一つになるものと思います。 

  学校給食は、戦後まもなく子供の栄養状態の改善を目的に始められましたが、現在では食

育として位置づけられ、人間生活の基本である食事・食文化を伝える教育の柱の一つになっ

ています。子育て世代の貧困化、働く親の増加、母子・父子家庭の増加などで、家で食事を

作る機会が減っています。夕食はコンビニ弁当、朝食は菓子パンという子供もいます。時間

が合わず１人で食べる孤食、同じテーブルだが個々別々に食べる個食、冷蔵庫から出して温

めるだけの庫食など、増えていると言われます。特にコロナ禍後ではこの傾向が強くなって

いると言われています。こういった中で、学校給食の共食の持つ食育の意義はいよいよ重要

となっています。本町の小・中学校給食の方針と現状、給食費の負担についてお聞きいたし

ます。 

  子供の貧困率が７人に１人の13.5％、ひとり親世帯の貧困率は、ひとり親家庭の半数の

48.1％と言われます。子供の健やかな成長を保障し、安心して産み育てられる環境を実現す

るための一つとして、学校給食費の無償化を要望いたします。 

  次に、中心市街地活性化と地域振興拠点施設整備について質問します。 

  既に議会からは、一般質問での議論、政策提言や所管委員会、中心市街地活性化特別委員
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会報告など、さらに商工会からは、川西町中心市街地活性化プロジェクト事業の提案などが

出され、早期にグランドデザインを示してほしい、小松駅周辺の整備と駅からの置賜農業高

等学校までの道路整備などが要望されています。 

  現在、駅前の空き地の買収、三菱鉛筆工場の移転予定などで中心市街地全体の様相が変わ

ってきており、時代に合った計画づくりが必要です。 

  地域振興拠点施設整備については、基本・実施設計が出され、施設のイメージが示されま

した。予定では、旧庁舎の解体工事が終了し、造成に入ります。今後はより使い勝手のよい

施設整備と利用者側の活用の方策などのソフト面での協議が活発化します。 

  議会からの政策提言の回答では、川西町中心市街地活性化基本計画及び川西町都市計画マ

スタープランを見直し、特に中心市街地活性化は地域振興拠点施設整備と周辺土地の有機的

な結びつきやアンケート調査結果等を十分に踏まえてグランドデザインを示すとあります。

周辺土地との有機的な結びつきとは、具体的にはどのようなことなのかをお聞きいたします。 

  また、都市計画マスタープランを含め、今後のスケジュールや町長自身のビジョンを質問

いたします。 

  以上、壇上からの質問といたします。 

○議長 町長原田俊二君。 

（町長 原田俊二君 登壇） 

○町長 橋本欣一議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、学校給食の無償化について、子育て支援の中での学校給食の無償化についてであ

りますが、県内においては、昨年度からの物価高騰の影響を受け、自治体によっては新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、給食費に対する支援を実施したとこ

ろであります。本町においても、食材の値上がりに対し、一部補助を実施いたしました。ま

た、県外の自治体においても、長引くコロナ禍や物価高騰を受け、無償化に取り組む自治体

が増えていることが報道されており、国会ではこのような状況を踏まえ、学校給食費の無償

化に向けた議論が開始されております。 

  無償化のメリットは、保護者の負担軽減や栄養のバランスが取れた給食の安定提供をはじ

め、給食費を徴収する学校事務の負担軽減につながるものとされております。また、自治体

としては、子育て支援の充実につながるものと期待されております。その一方で、学校給食

の無償化は予算の確保が最大の課題であり、無償化を実施している自治体は全国の約３割で

あり、そのうち前述した臨時交付金を活用している自治体が約６割とされております。この
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交付金については、恒久的な交付金ではないことから、無償化を継続する場合は各自治体で

予算を確保することが必要となります。 

  学校給食の無償化の取組は、完全無償化や第２、３子以降の無償化を実施している自治体

がある一方で、将来的な財政状況を踏まえ、未実施の自治体が多数であり、本来、義務教育

の給食費については全国的に同じ取扱いであるべきと捉えておりますので、今後の国の少子

化対策の動向等を注視するとともに、負担の在り方について検討してまいりたいと思ってお

ります。 

  次に、中心市街地活性化と地域振興拠点施設整備関連について、中心市街地活性化におけ

る地域振興拠点施設と周辺土地との有機的な結びつきとはについてでありますが、ご質問に

もありますとおり、小松地区の中心市街地を取り巻く環境は、役場庁舎の移転や人口減少に

よる空洞化、後継者不足等の影響による商工業の減退など、大きく変化しております。 

  こうした状況の中、役場庁舎跡地に整備を進めている地域振興拠点施設については、令和

３年12月に策定した川西町地域振興拠点施設整備基本計画の基本コンセプトにおいて、フレ

ンドリーヒルズ構想に位置づけられた「であいの丘」と「ふれあいの丘」の結節点となる新

たな「にぎわいの丘」と位置づけ、人、モノ、コトを結びつける拠点として、その効果的な

活用方法について、地域住民や利用者が一体となり、にぎわいづくりに向けた検討を進めて

まいりました。 

  これまで小松地区交流センターや中央公民館が果たしてきた地域コミュニティ機能や生涯

学習機能に加え、中心市街地の回遊拠点としての機能や各種イベントの開催を通じた交流機

能など、多様な機能が相乗効果を生み出しながら、利用者の自主的、自律的な事業展開を目

指してまいります。 

  また、その周辺の土地については、地域振興拠点施設を核としながら、ソフト事業をはじ

めとした中心市街地活性化の取組に資するような面的な整備が必要と考えております。 

  現在、用地の取得を進めている羽前小松駅前空き地の活用をはじめ、商工会から提案され

た川西町中心市街地活性化プロジェクトの具現化に向けた検討等を行う中で、将来の都市構

造を描きながら、各施設が中心市街地の活性化という一つの大きな目的達成に向けて、互い

に相互作用する有機的なつながりを持つことが重要であると考えております。 

  昨年度は、アンケート調査を実施し、中心市街地の現状や商業動向、住民の意向の整理・

分析を行い、中心市街地のまちづくりに係る課題の整理を行いました。調査結果においては、

居住周りの緑や公園の充実、道路等の基盤整備についての意見が多く、今年度はこうした意



－102－ 

見や課題を踏まえ、地域住民の暮らしや学びといった生活・文化的活動の場、人々が交わり

合い、コミュニティを形成する交流の場、消費や経済活動が行われる社会的、経済的な場と

いった役割を整理しながら、人口減少社会に対応した機能的で持続可能なまちづくりの方針

を明らかにする川西町中心市街地まちづくり計画の検討を進めてまいります。 

  次に、都市計画マスタープランを含めた、計画のスケジュールと本職自身のビジョンにつ

いてでありますが、今年度、さきに答弁申し上げました中心市街地の目指す姿や将来構造の

実現に向けたまちづくりの方針を定める川西町中心市街地まちづくり計画の策定を進めてま

いります。あわせて、川西町中心市街地まちづくり計画の方針に基づき、より具体的な方向

性を示す都市計画マスタープラン及び立地適正化計画について、令和６年度の策定に向け、

作業を進めてまいります。 

  これらの計画の策定に当たっては、先月に計画の素案作成のための庁内検討委員会を組織

し、作業に着手しており、今後は外部委員会を立ち上げ、意見交換を行いながら検討を進め

てまいります。 

  小松地区は、本町の中心部に位置し、歴史や文化が蓄積され、長年社会経済活動の中核を

担ってきました。現在も、町内では最も利便性の高い地域特性を生かし、時代を見据え、活

気に満ち、誰もが住みやすいまちづくりを目指してまいります。 

  以上、橋本欣一議員のご質問のお答えとさせていただきます。 

○議長 教育長小林英喜君。 

（教育長 小林英喜君 登壇） 

○教育長 私より橋本欣一議員のご質問にお答えいたします。 

  初めに、学校給食の無償化について、学校教育の中での「食育」としての学校給食の意義

についてでありますが、まず食事については、健やかに児童・生徒が成長する中で、１日の

生活リズムを整え、３食を食べることが大切であります。議員ご指摘のとおり、今般、多様

化する働き方や核家族化の増加などにより、３食を家族と共にする機会が減少していると言

われております。また、児童・生徒の生活形態では、就寝時間が遅くなり、朝食を食べずに

登校する児童が増加傾向にあると言われております。 

  学校では、このような状況を踏まえ、生活リズムカードを作成し、児童・生徒の生活リズ

ムを整え、決められた時間に食事を取るよう指導しております。 

  また、食育に関しては、国では６月を食育月間と位置づけるとともに、県内では５月１日

から１月31日までの任意の期間に心を育む学校給食週間を設定し、食は健康づくり、命の大
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切さ、食に関わる人への感謝であることを目的に実施しております。 

  本町では、12月にこの給食週間を設定し、食育コーナーの掲示をはじめ、調理師や生産者

へ感謝のメッセージを作成するなどの活動を実施しております。 

  児童・生徒には、そのような活動に取り組む一方で、保護者の食育への理解を得、さらに

深める必要があることから、給食だよりをはじめ、授業参観などを通じて食育の大切さを周

知しております。 

  次に、本町小・中学校給食の方針と現状、給食費の負担についてでありますが、町の学校

給食の方針は、品質の高い給食と安全・安心な給食の提供であります。そのためには、地元

の良質な食材を購入しながら、全小・中学校で自校調理を実施し、温かいまま食せる給食を

提供しております。 

  そのような中で、学校給食の課題は、給食費の安定化であります。特に、現在は物価高騰

に加え、少子化により食数が減少していることから、以前のような価格で食材を購入するこ

とが困難な状況となっております。 

  町内各小学校の給食費については、令和４年度１食当たりの平均が291円でしたが、今年

度は301円となっております。 

  町では、このような状況を踏まえ、保護者負担の軽減を図るため、昨年度は10月から１食

当たり20円の補助を実施したところであります。今年度については、昨年度の状況や学校長

の意見を踏まえ、継続して補助事業を実施してまいりたいと考えております。 

  次に、学校給食の無償化の考えはについてでありますが、全国的にコロナ禍以前に取り組

まれた給食費の無償化は、子育て支援の充実として実施されてきましたが、予算の確保が困

難なことから、実施している自治体は少数でありました。 

  しかし、令和２年に波及した新型コロナウイルス感染症により仕事を失った方や収入が激

減された方がいることから、国や各自治体では経済支援を進め、自治体によっては学校給食

の無償化をその手段の一つとして実施しております。 

  議員ご指摘のとおり、子供の健やかな成長を保障することが自治体の役割と捉えておりま

す。町では、これまで子育て支援として子供医療費の無償化や病児保育の設置など、他の自

治体よりも先進的に取り組み、子育て支援を実施してきたところであります。 

  学校給食費の無償化については、今後の財政状況の見通しをはじめ、他の自治体や国の子

育て支援策の動向を注視しながら検討してまいりたいと考えております。 

  以上、橋本欣一議員のご質問のお答えとさせていただきます。 
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○議長 橋本欣一君。 

○１０番 丁寧なご答弁いただきましてありがとうございます。 

  初めに、順番どおり質問させてもらいますので、子育て支援の中でのこの学校給食の無償

化につきましては、まあ町長からはご答弁いただいたんですけれども、要は財源ないという

ことなんでしょうけれども、大変な経済状況、物価高の中で、やはり幾らかでも学校給食に

対して補塡する、完全無償化、当然なんでしょうけれども、何割か負担していくとか。まあ、

今回の６月議会では学校給食に対する補助なども議案として出されておるようでございます

けれども、もっと大胆な支援というのが必要だと思うんですけれども、町長、子育て支援の

中でのやっぱり位置づけ、これきちっとするべきだと思うんですけれども、いかがでしょう

か。 

○議長 町長原田俊二君。 

○町長 ５月に上京しまして、小倉少子化担当大臣と面談をさせていただきました。その折に

意見交換がありまして、様々な子育て支援策が各自治体で出てきていると。保育料無償化、

学校給食の無償化、様々なものが施策として実施されているものの、結果として国全体の少

子化がとどまるといいますか、止まったということはないと。国としては、自治体間で、言

ってしまえば無償化合戦をするようなことというのは、やはり方向が違うんではないかと。

それよりは、例えば給食とか保育料とかそういったものは、ユニバーサルといいますか、国

全体として取り組む内容であって、各自治体で競争してほしいのは保育の中身の充実であっ

たり、または教育の、例えば障害を持っている子供たちはしっかり育てますよといいますか、

それぞれの特色のある教育施策、保育施策などが必要なんではないかと。そういった意味で、

プライマリーの部分については国がしっかり検討していかなきゃいけない課題だというふう

に受け止めておりますというふうに大臣から話をいただいたところであります。 

  私もそういう意味では、財政力の差によって子供たちが負担が大きいとか小さいとかとい

うようなことではなくて、そこは国の施策としてぜひ充実してほしいというご意見を申し上

げてきたところでありまして、そういった議論が今後一層進んでいくだろうというふうに思

っておりますので、そういった国の動向なども見極めながら、また保護者の皆さんの負担の

軽減などをどうやって図っていったらいいのかということについては、町として真剣に検討

させていただきたいと思っております。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 そうですね、国全体で取り組むという政策、もともとはそういう政策だと思うんで
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すけれども、現在は各市町村、各自治体で取り組んでいるという実態はあるわけなんですけ

れども、政府のたしか５つの無償化ということで、医療費の無償化、給食の無償化、ちょっ

と今思い出せなくておるんですけれども、５つの無償化を上げながら今後子育て支援をやっ

ていくというふうな方向性を出してきておるようなんですけれども、やはり現在のこの経済

状況、貧困化という中で、やっぱり緊急避難的であっても、恒常的なものでなくても、やっ

ぱり短期的でも、一時的、短期的、一時的であってもやっぱり何らかの経済的負担を行政側

は持つべきじゃないかなって私思うんですけれども、どうですか、町長。 

○議長 町長原田俊二君。 

○町長 国から出ました今回の補正予算、その中でも子供の負担軽減を図っていかなきゃいけ

ない、子育ての負担軽減を図っていかなきゃいけないということで、低所得者世帯向けの施

策も当然ありますけれども、それ以外に、18歳までの全ての子供たちに援助するというよう

な施策も入れさせていただいておりますので、それを全て、じゃ例えば給食に向けたほうが

いいとかということではなくて、やはりどのような使われ方になるかは私たちは期待といい

ますか、地域の経済にも回っていくだろうという期待を込めながら、子供の支援、子育て支

援に帰する形で補助をさせていただきますので、そこの総合的に、給食とかということでピ

ンスポットではなくて、全体としてどういうふうに地域経済、もしくは子育て支援の充実に

つながっていくのかという観点で判断をさせていただいているところでありますので、ご理

解賜りたいと思います。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 原田町長、医療費の無料化、18歳までという、先駆けて取り組まれたり、先進的な

子育て支援というのは十分に評価するものでありますし、さらに評価を高めるためにも、こ

の給食費の無償化、あるいは部分的な補塡、こういったものをぜひ、検討するとありますの

で、前向きに検討していただきたいと思います。 

  次には、中心市街地の問題についてお聞きいたします。 

  実は、私も長らくという言い方はおかしいですけれども、議員させてもらって、様々な中

心市街地の活性化について、同僚議員からもたびたび質問がありましたし、どうやっていく

んだということ、ありました。さらには、議会の中でも特別委員会を設置しながら、なかな

かその結論的なものは見いだせなかったということなんですけれども、どうも今回、都市計

画マスタープランや、あるいは中心市街地、もちろん計画もありますし、立地適正化計画な

ども様々な計画があって、どうも町民からは、行政側からはもちろんその計画自体は立てな
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ければいけないというものがあるんでしょうけれども、町民側から見れば、何が中心になっ

てどこに焦点が当たっているのかというのが分からないというのが、大きなご意見ございま

す。一体町長は何をしたいんだという。まあ共通するものはもちろんあるんでしょうけれど

も、整理した形での町民への情報提供、これ必要なんじゃないかなと思うんですけれども、

町長、いかがでしょうか。 

○議長 町長原田俊二君。 

○町長 町が目指す方向性を示すものが、中心市街地のまちづくり計画という大きな町の方針

といいますか、町の目指すべきグランドデザインといいますかね、そういったことを示すこ

とになります。それに付随する形で、都市計画マスタープランの見直しという形になります

けれども、現行の都市計画そのものが時代にマッチしない部分などについて修正をかけてい

くということになります。それで、立地適正化計画というのは、コンパクトなシティーをつ

くるということで、様々な施設、もしくは道路も含めてでありますけれども、そういったも

のの集約化を図るための財政支援等が生まれてまいりますので、そういう意味では、大きく

はやっぱりまちづくり計画というのをしっかりつくり、それに向けた形でマスタープランの

見直しや、また立地適正化計画の具体的な事業というのを起こしていくというふうに説明を

させていただいてまいりましたので、そのことについては変わりないところであります。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 それと、私だけが分からないのかなというふうに思うんですけれども、ぜひもう少

し整理した形での計画の在り方というものを、ぜひ説明を簡単にしてもらいたいというふう

な言い方なんですけれども、特に新しく出てきた立地適正化計画というのは、財政面での支

援を求める形でのより実効的な計画になるのかなと思いますけれども、なかなかこれも我々

としても分からない、町民としても、町民の方々にもよく伝わっていないということがある

と思いますので、ぜひその伝え方、説明の仕方については工夫が必要じゃないかなと思うん

ですけれども、いかがですか。 

○議長 安部まちづくり課長。 

○まちづくり課長 ただいまのご質問でございますが、この中心市街地まちづくり計画、それ

から都市計画マスタープラン、立地適正化計画、こちらの関連性というものをもっと分かり

やすく関連性等をご説明させていただきながら、今後の進め方につきましても議会にお示し

しながら進めてまいりたいと思いますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長 橋本欣一君。 
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○１０番 ぜひお願いしたいと思います。 

  それで、答弁書の中にございますけれども、地域振興拠点、まあ小松地区センターとはま

だ言えないんでしょうけれども、地域振興拠点施設については、中央公民館的な要素も含め

るという形なんでしょうけれども、この文章の中での利用者の自主的、自律的な事業展開を

目指すように持っていくというふうな表現でございますけれども、これは持っていくのは結

局小松地区センターの方が持っていくのか、あるいは誰が主体的にこう持っていくのかとい

う。やっぱり小松地区センターとすれば、過重な負担になるんじゃないかという。小松地区

自体の振興、さらには町全体の振興を担っていく、そういう形になって、過重な負担になる

んじゃないかなという危惧があるんですけれども、いかがでしょうか。 

○議長 鈴木政策推進課長。 

○政策推進課長 お答え申し上げます。 

  このたびの地域振興拠点施設につきましては、10の機能を有しておりまして、その中で地

域づくり機能として小松地区交流センター機能が含まれているわけではございますけれども、

小松地区センターのみならず、今回のこの施設につきましては交流の拠点であったり、情報

発信の拠点であったり、防災機能の拠点であったり、様々な機能を有しておりまして、これ

から立ち上げますにぎわいづくり検討委員会の中でも様々な方に参画いただきながら、この

施設を日常的にどのように使っていくのか、さらには非日常として新たなイベントも含めて

これから検討していくと。そういう意味では、小松地区センターさんだけのイベントではな

く、様々な町民の方、町外の方も含めて、この施設が最大限活用できるような取組を図って

まいりたいというふうに考えております。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 要は、それの事務的なものを誰がやっていくのかという。小松地区交流センターの

職員がやっていくのか、あるいは別の組織を常駐させるのかということをお聞きしているん

です。 

○議長 鈴木政策推進課長。 

○政策推進課長 お答えします。 

  小松地区交流センターさんだけの施設ではないというのがまず一つあります。指定管理者

制度にもつながっていくわけですけれども、施設の管理は管理としてあるわけでございます

けれども、この施設を活用するには様々なイベントも当然これから検討していくわけでござ

いますが、一番重要なところは、この施設を誰がプロデュース、誰がこのイベントをプロデ
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ュースして、誰がプレイヤーになっていくのか、これに尽きると思いますので、フルオープ

ンまでのこの３年間、ソフト事業、先ほど申し上げましたにぎわいづくり検討委員会の中で、

その育成についても具体的に議論していきたいというふうに考えておりますので、よろしく

お願いしたいと思います。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 まあぜひ小松地区交流センターの過重負担というか、どうしてもやっぱりその場に

おる管理者というか、常駐する事務職員でございますので、その方に負担がいかないような

様々な事業展開をぜひ今後の課題というか、ぜひ何とか委員会の中でご検討というか、して

いただきたい。あるいはまちづくり課が持つのかという話にもなるかもしれませんけれども、

そういった形の中で、やっぱり小松地区センター職員に負担がかからないような方法という

のはぜひお考えいただきたいと私は要望いたします。 

  私、質問したのは、この小松地区の地域振興拠点とその周辺との有機的なという、有機的

な結びつきというのは、具体的に言うと例えばどんなことなんでしょうかね。 

○議長 町長原田俊二君。 

○町長 商工会から出されました中心市街地の提案、プロジェクトの提案なども含めてであり

ますけれども、やはりここで生活されている、小松地区で生活されているだけじゃなくて、

町民が、生活されている皆さんがやっぱり期待しているというか、この町に住み続けられる

満足度をどうやって上げてくるかということになりますので、そういう意味では、拠点、ハ

ード整備がゴールではなくて、それをどうやって活用して、例えば商業者であったり、飲食

店であったり、また住居といいますかね、生活、暮らす場であったりと、そういったものが

やはりグレードが高い、住みやすい町にみんなで対応していくということになりますので、

単体で完結ではなくて、それぞれ結びつく小松小学校であったり置農であったりというふう

にして、立地適正化計画ですと基本的にはそのエリアというのは小松駅から半径１キロ圏内

というふうなレベルでコンパクトな地域を、町をつくっていくということになりますので、

そのエリアの土地利用などについても議論が深まっていくのかなと。それで、金融機関であ

ったり、商業施設であったりという様々な機能がこの小松地区には集中しておりますので、

それは他の地区にない魅力でありますし、今まで培ってきた歴史や文化であるだろうという

ふうに思っておりますので、そういったものがやはり有効に結びついて、将来、持続できる

ような、次の世代がしっかり育つようなまちづくりを進めていくという観点で捉えていると

ころであります。ポテンシャルの高い地域でありますので、ぜひそこに居住されている皆さ
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んにも参画いただきながら、自分たちの町を発展させていただくような機運につながってい

くように努力してまいりたいと思います。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 続いては、都市計画マスタープラン等々の計画でございますけれども、これから

様々な検討をしていくということで、質問自体がちょっと時期尚早だったのかなというふう

に思いますけれども、２年かけて５年、６年に公表するという形になるように理解してよろ

しいんでしょうか。 

○議長 大河原地域整備課長。 

○地域整備課長 ただいまのご質問にお答え申し上げます。 

  先ほど町長から答弁させていただきました中心市街地のまちづくり計画の基本的な方針を

受けまして、５年、６年と２か年かけて、議員のおっしゃるように策定を見ていきたいとい

うふうに考えております。 

  まちづくり課と地域整備課が連携しまして、答弁にもありました庁内の委員会、さらには

外部委員会の事務局となりまして、先にまちづくり計画の方針を立てて、その後、それを受

けた形で都市計画マスタープラン、さらには立地適正化計画の策定を進めていくということ

でございまして、５年度、そして６年度ということで、その後、公表させていただきたいと

考えております。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 それと、２年間かけてつくったものが、その以降、実施計画と申しますか、具体的

な箱物であったり、ソフト面での活用などもプランを練りながら実施していくという形にな

るとすれば、６年、さらには何年かかかるという形になるんでしょうけれども、実効的には

やっぱりどうなんでしょう、10年ぐらいかかるのかなというふうに、その計画が実行される

までには10年ぐらいかかるのかなというふうに思うわけですけれども、どうでしょうかね、

その期間というか。 

○議長 大河原地域整備課長。 

○地域整備課長 ただいまのご質問にお答え申し上げます。 

  ６年度で都市計画マスタープランが見直されます。これは町長からの答弁にもありました

役場庁舎の移転、あと、さらには時代の変遷がありまして、大きく町が、町並みが変わって

いるということもございます。人口減少も受けているということもありまして、それに向け

て今後どういうふうに本町の都市計画をどうするのかというところを今後見直すわけでござ
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います。 

  それを受けた形で、立地適正化計画ということで、より具体的な施設の誘導等の計画をそ

こで明確にするわけでございますが、その立地適正化計画を策定した後に、具体的な施設を

そこで明記するわけでございますけれども、その具体的な施設の実際的な具現化に向けては、

新たにその立地適正化計画の中にあります都市再生整備計画というものを、アクションプラ

ンを立てながら進めてまいるところでございます。こちらについては、町長からもありまし

た財源の確保もございまして、そういった計画を立てて、財源確保に努めた上で整備に進め

ていくということでございますので、具体的に先が何年ということは申し上げられませんが、

そういうふうなスケジュール感だということで申し上げたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 先はなかなか見通せないというのが現実だと思いますし、公共施設の共有化とか何

かいろいろな項目があったようなんですけれども、まあそれもなかなか進まないというふう

に思うんですけれども、できるだけ住民のために、住民のための計画づくり、これに励んで

いただきたいなと思います。 

  時間なくなってきたもんですから、メインの学校給食のほうに移らせてもらいます。 

  教育長、今さらながらですけれども、憲法26条では、義務教育は無償化、無償であるとい

うふうな言い方、うたわれておるわけですけれども、教育長のお考え、いかがでしょうか。 

○議長 教育長小林英喜君。 

○教育長 学校給食は、まず非常に大切なものであるという考えの下でございますが、義務教

育の無償について見ると、現在のところ、公立小・中学校では教科書代と授業料は無償であ

ります。しかし、そのほか、学校給食費を含め、学用品の購入費、さらには修学旅行費、制

服代などについては保護者負担がございます。そうしたことを考えますと、義務教育の中で

無償とすべき範囲をどこまでとするかという議論が必要だと考えますが、市町村立学校だか

ら市町村で議論するということではなくて、国の根幹をなす義務教育のことでありますので、

国において議論を進めていただくべきものと考えます。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 まあ受益者負担という言い方はおかしいんでしょうけれども、そういった意味合い

もあるというふうなご答弁だと思います。さらに、給食に限って言えば、学校給食法では、

食材については負担を求めてもいいという表現だったと思うんですけれども、別に求めても
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いいんですから求めなくてもいいわけなんですね（笑）。教育長、どうですか、その解釈。

私、間違っていますか。 

○議長 教育長小林英喜君。 

○教育長 学校給食法の11条に明記されてございますけれども、学校給食に要する経費につい

て、施設やその運営及び設置や運営に要する経費は設置者負担、食材費等は保護者負担とい

うふうに規定されております。この規定に基づいて保護者にご負担いただいているわけであ

ります。ただ、そういったところを市町村、自治体の補助を制限するというものではござい

ません。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 まあ私は求めてもいいという表現だったなというふうに記憶しておったもんですか

ら、ただいまの質問になったわけなんですけれども、まあそういった意味でもぜひ、私の言

い方とすれば、食材費ぐらいは無償というか、求めなくてもいいんじゃないかなというふう

な理解でございます。 

  それで、現在の学校給食につきましては、本町の小・中学校の学校給食費の徴収方法とい

うのは、どうなっておるんでしょうか。 

○議長 金子教育文化課長。 

○教育文化課長 学校給食の徴収事務に関しては、各学校で担っていただいております。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 学校で担うということは、学校ごとに現金徴収、あるいは口座引き落とし、そうい

ったことは様々な形があるというふうに理解してよろしいんですか。 

○議長 金子教育文化課長。 

○教育文化課長 原則として口座振替で行っているというふうに聞いております。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 すると、現状で滞納なさっている方というのは、引き落としができなかったという

か、そういう方の対応というのはどのようになっておるんでしょうか。 

○議長 金子教育文化課長。 

○教育文化課長 現在のところ、給食費に関しては滞納は起こっていないというふうに聞いて

おります。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 まあ滞納まで含めれば、先生方の負担、父兄に対する催促というと言い方おかしい
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んでしょうけれども、その業務があったり、あるいは保護者側からとすれば、滞納してるも

んだから、その子供の相談、なかなか担任の方とできないとかという、このコミュニケーシ

ョンが取りにくいというふうな状況が生まれる可能性があるというふうに聞いておるんです

けれども、川西町では健全な徴収というふうに理解していいのかと、まあそのような報告で

ございますので、大変結構なことだなと思っております。 

  学校給食費自体は、総額で年間どのぐらいかかっておるのか、私、計算できなかったもん

ですから、もしデータがあればお聞きしたいんですけれども。 

○議長 金子教育文化課長。 

○教育文化課長 正確には私ども把握しておらないということなのですが、各学校ごとに若干

単価が異なります。自校炊飯と委託炊飯のところで若干差がある、それから小学校と中学校

ではその食の量が異なるもんですから、ここでも若干の差があるということもあって、正確

には押さえておりませんが、今回、無償化のお話でございましたので、無償化した場合、大

体どれぐらいのお金が必要なのかなということで、答弁にも記載しておりますが、おおむね

１食300円だと仮定すれば、今現在、小・中学校の生徒で900人超、1,000人は切っておりま

すが、そういうことを考えますと、おおむね年間六、七千万ぐらいのお金がこの食材という

ことですね、そういうことで動いているのかなというふうなことで、ちょっと本当に簡単な

計算なんですが、そういうことでちょっと出してみたところでございます。なので、正確な

給食経費ということではないので、これはご理解いただきたいと思います。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 ぜひ正確に計算していただいて、六、七千万というとどういう金額なのか、子供の

成長と負担をてんびんにすれば、どちらが大事なのかという話になるんでしょうけれども、

まあ六、七千万なあ、大変だなというふうに思って、ぜひ先ほど町長にも申し上げたんです

けれども、一部助成やそういったものもぜひ考えていただきたいなと、このように思ってお

ります。 

  山形市ではちなみに、生徒数も学校数もちょっと私、把握していないんですけれども、２

億円かかるというふうなお話を聞いております。近隣市町でも様々、先ほど質問の中でも申

し上げました10の市町村で無償化を取り組んでおりますし、町長にも質問したとおり、短期

的であっても補助をしたり、あるいは部分的に補助しているという形でございますので、ぜ

ひこれ、やっぱり子育てでも申し上げたんですけれども、学校の食育の平等性、こういった

ものも考えれば、ぜひ教育長、お考えいただきたいんですけれども、いかがでしょうか。 
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○議長 教育長小林英喜君。 

○教育長 一定の所得水準に達しない世帯の方に対しては、就学援助制度によりまして給食費

の８割を補助しておる制度がございます。また、学校給食無償化全体については、国レベル

の話も現在進んでいるということで、文科省が財政面を含めた実態調査を近々実施するとい

う報道もございますので、それら国の調査、また調査の動向とか、近隣自治体の状況を踏ま

えながら、慎重に対応してまいりたいと考えます。 

○議長 橋本欣一君。 

○１０番 ちなみに、私が調べたところによりますと、義務教育の中で学費として必要なもの

は、小学校で10万4,984円、中学校で17万何がしの金額が必要だという。そのうちの給食費

が、全国ですよ、小学校では３万9,000円ほど、中学校では３万7,670円というデータがござ

いました。山形県の場合は、１人、小学校では５万円強かかっているということで、２人い

れば11万ぐらいかかるという、年間11万かかるって。これやっぱり大変だなという思いがあ

るわけです。それを誰が負担するかという形になるわけなんですけれども、やっぱり子育て、

そして学校がその平等性というものも考えながら、ぜひこれ、幾らかでも考えていただきた

いということと、教育長からも出ました就学援助の制度につきましては、全国で熊本県が

38％ぐらいの利用率、就学援助を利用しているということでしたけれども、山形県は実に全

国で一番低いんですね、就学援助を使う率というのは。それはやっぱり見た目が悪いとか、

何かいろいろやっぱりご家庭の事情、体裁が悪いとかというのがあるんでしょうけれども、

就学援助、やっぱりどんどん広めるべきだと思うんですけれども、広めながら、その給食費

の負担も低所得者の方に対しては援助していく形を、やっぱり使いなさいよって、就学援助

を使いなさいよっていう、やっぱりＰＲすべきだと思うんですけれども、教育長、どうです

か。 

○議長 教育長小林英喜君。 

○教育長 就学援助費自体を受取っている世帯の数は、ほぼ横ばいの状況でございます。ただ、

それを割合にすると、若干増えているかなというふうに思います。 

  先ほど、給食費の滞納状況についてのご質問もございましたが、年度を超す滞納はござい

ませんが、引き落としができなかったというような状況が、例えば一月、二月と続いたよう

な場合、そのようなときに、こういった制度がございますけれどもというようなご案内を申

し上げたりするような中で、できるだけ財政負担が大変なご家庭には、就学援助に該当する

ような申請をしていただく方向で進めておるところでございます。 
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○議長 橋本欣一君。 

○１０番 なかなかうんとは言ってはもらえない状況のようですけれども、ぜひ子育て支援、

さらには子供の平等性、差別のない教育、これを目指しながら、学校給食費ぐらいは負担で

きるような、一部補助でも結構でございますので、すべきだなと思います。ぜひこれを強く

要望して私の質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長 橋本欣一議員の一般質問は終了いたしました。 

  以上で、本日予定しました全日程を終了いたしました。 

  なお、第５順位以降の２名の方の一般質問につきまして、第３日目、６月８日の本会議に

て行いますので、ご了承願います。 

──────────────────────────────────────────── 

◎散会の宣告 

○議長 これをもって本日の会議を散会いたします。 

  誠にご苦労さまでした。 

（午後 ３時０７分） 

 

 


